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この目論見書により行なう「大同のＭＭＦ（マネー・マネージメント・ファンド）」の受益証券の募

集については、委託者は、証券取引法（昭和２３年法第２５号）第５条の規定により有価証券届出

書を平成１６年２月２７日に関東財務局長に提出しており、平成１６年２月２８日にその効力が生

じております。また、同法第７条の規定により有価証券届出書の訂正届出書を平成１６年８月３１

日に関東財務局長に提出しております。 
 
 

       発 行  者 名  ： ティ・アンド・ディ・アセットマネジメント株式会社 
 
       代表者の役職氏名： 代表取締役社長  桂 幹洋 
 
       本店の所在の場所： 東京都中央区日本橋室町一丁目７番１号 
 
       届出の対象とした募集 
 
       募集内国投資信託受益証券に係るファンドの名称：大同のＭＭＦ（マネー・マネージメント・ファンド） 
       募集内国投資信託受益証券の金額 ：継続募集額 

２兆円を上限とします。 
 
       有価証券届出書および有価証券届出書の訂正届出書の写しを縦覧に供する場所 

：該当事項はありません。 
   

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 投資リスク 
「大同のＭＭＦ（マネー・マネージメント・ファンド）」は、公社債など値動きのある有価証券に投資

しますので基準価額は変動します。したがいまして、投資元本が保証されているものではなく、また、

収益や投資利回り等も未確定の商品です。投資信託財産に生じた利益および損失は、全て受益者に帰

属します。 
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目論見書の概要
本概要は、目論見書本文の証券情報、ファンド情報等を要約したものです。
詳細は、目論見書本文の該当箇所をご覧下さい。

商品分類 追加型公社債投資信託／ ＭＭＦ型／自動継続投資（累積投資）専用

ファンドの目的
内外の公社債を中心に投資し、安定した収益の確保をめざして安定運用を行
ないます。

目論見書本文をよくお読みいただき、商品の内容・リスクをご理解のうえお申込み下さいます
よう、お願い申し上げます。

投資リスク

当ファンドは、公社債など値動きのある有価証券に投資しますので基準価額
は変動します。したがいまして、投資元本が保証されているものではなく、また、
収益や投資利回り等も未確定の商品です。投資信託財産に生じた利益およ
び損失は、全て受益者に帰属します。

信託期間 原則無期限です。

決算日 毎日

お申込み期間
平成16年2月28日から平成17年2月28日まで。（なお、期間満了前に有価証券
届出書を関東財務局長に提出することによって更新されます。）

お買付価額
取得日の前日の基準価額。（販売会社が取得申込受付日の正午以前に取得
申込金を受領した場合は、お申込日が取得日となります。正午を過ぎて取得
申込金を受領した場合は、お申込日の翌営業日が取得日となります。）

お申込み手数料 ありません。

途中換金 解約請求により、原則として１口単位で毎営業日お申込みできます。

一部解約価額

解約受付日の翌営業日の前日の基準価額とします。（午後３時以前に解約申
込を受付けた場合は、解約申込日が解約受付日となります。午後３時以降に
解約を申込まれた場合は、解約申込日の翌営業日が解約受付日となります。）
なお、１口当たりのお手取り額は、解約価額から所得税および地方税（解約価
額が受益者毎の個別元本を上回った場合、その超過額の20％）を差し引いた
金額です。マル優制度をご利用の場合は、 解約価額が１口当たりのお手取り
額となります。

信託報酬
計算期間を通じて毎日計算し、信託元本の額に年0.5071％以内の率を乗じて
得た額とし、毎計算期末に計上します。（詳しくは目論見書本文をご覧くださ
い。）

収益分配
毎日決算を行ない、運用収益（純資産総額の元本超過額）の全額を収益分配
金に充当いたします。

お買付単位
お申込みになる販売会社（申込取扱場所）により、お申込み単位は異なります。
目論見書本文または販売会社（申込取扱場所）でご確認ください。

信託財産留保額
受益証券の取得日から解約受付日の翌営業日の前日までの日数が３０日未
満の解約請求の場合には、１万口につき１０円の信託財産留保額を解約代金
から差引き、投資信託財産に返戻するものとします。
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ファンドの特色

◇内外の公社債を主要投資対象とします。
◇安定した収益の確保をめざして安定運用を行ないます。

◇当ファンドは、公社債など値動きのある有価証券に投資しますので基準価額は変動し
ます。したがいまして、当ファンドは投資元本が保証されているものではありません。
また、収益や投資利回り等も未確定の商品です。当ファンドは、預貯金や保険契約と
は異なります。また、当ファンドは預金保険および保険契約者保護機構の保護の対象
ではありません。また、証券会社以外で当ファンドを購入した場合は、投資者保護基
金による支払対象ではありません。ファンドの運用資産（以下「投資信託財産」とい

　います。）に生じた利益および損失は、全て投資者に帰属します。当ファンドの基準
　価額の変動要因となる主なリスクは次の通りです。
　
　①金利変動リスク
　　当ファンドは主としてわが国の公社債等に投資します。一般に、金利が上昇すると
　　公社債等の価格は下落します。その結果、基準価額が値下がりし、投資元本に欠損
　　を生じる恐れがあります。
　
　②為替変動リスク
　当ファンドは外貨建資産に投資することもありますので、その場合には、通貨の価
格変動によって当該外貨建資産の円建の評価額は下落します。その結果、基準価額
が値下がりし、投資元本に欠損を生じる恐れがあります。

　③信用リスク
　一般に、有価証券の発行者、または金融商品の運用先に経営不振もしくは債務不履
行等が生じた場合、有価証券または金融商品等の価格は下落し、もしくは価値が無
くなることがあります。その結果、基準価額が値下がりし、投資元本に欠損を生じ
る恐れがあります。

　④流動性リスク
解約によるファンドの資金流出に対応し、解約資金を手当てするために、通常より
も著しく低い価格での保有証券の売却を余儀なくされる可能性があります。また、
市場の混乱等のために、市場において取引ができなかったり、通常よりも著しく不
利な価格での取引を余儀なくされる可能性があります。これらの場合には、基準価
額が値下がりし、その結果、投資元本に欠損を生じる恐れがあります。

◇上記のほか、一部解約時に控除される信託財産留保額、ファンドの投資信託財産から
　 支弁する信託報酬および証券取引に伴う手数料等の管理費用も、投資者が支払った投
資元本に欠損を生じる要因となります。

投資方針

投資リスク
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お申込みの手引き

お買付に関しては ・・・

お申込時期 原則として、毎営業日お申込みできます。
なお、お申込みの受付時間は午後３時 （東京証券取引所の半日立会日は
午前１１時） までとさせていただきます。受付時間を過ぎてのお申込みは、
翌営業日の受付となります。ただし、基準価額が１万円を下回った場合は、
原則として申込受付けを行いません。

お買付単位 １円以上１円単位もしくは１０万円以上１円単位
詳細は、販売会社ないしは販売会社についての照会先までお問い合わせ
ください。

お買付価額 取得日の前日の基準価額です。
（販売会社が取得申込受付日の正午以前に取得申込金を受領した場合は、
お申込日が取得日となります。正午を過ぎて取得申込金を受領した場合は、
お申込日の翌営業日が取得日となります。）

申込手数料 ありません。

ご換金時期 原則として毎営業日、解約請求によりご換金いただけます。
受付時間は午後３時 （東京証券取引所の半日立会日は午前１１時） までとさ
せていただきます。受付時間を過ぎてのお申込みは、翌営業日の受付となり
ます。

ご換金単位 １口単位です。

（ただし、販売会社により異なる場合があります。）

ご換金価額 解約受付日の翌営業日の前日の基準価額です。
午後３時以前に解約申込を受付けた場合は、解約申込日が解約受付日となり
ます。午後３時以降に解約を申込まれた場合は、解約申込日の翌営業日が解
約受付日となります。なお、解約価額が個別元本を上回った場合、1口当たり
のお手取額は解約価額から所得税および地方税（解約価額の個別元本超過
額に対して２０％）を差し引いた額となります。マル優制度をご利用の場合は、
解約価額が１口当たりのお手取り額となります。受益証券の取得日から解約受
付日の翌営業日の前日までの日数が３０日未満の解約請求の場合には、１万
口につき１０円の信託財産留保額を解約代金から差引き、投資信託財産に返
戻するものとします。

お支払開始 原則として解約受付日の翌営業日から、販売会社にてお支払いいた
します。

ご換金に関しては ・・・
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信 託 期 間 信託期間は原則無期限です。
ただし、約款における信託の終了に関する定めに該当する場合には、信託
を終了（償還）させる場合があります。

償還に関しては・・・

基 準 価 額 取扱販売会社またはティ・アンド・ディ・アセットマネジメントにお問い合わせい
ただければ、お知らせします｡

運用報告書 ティ・アンド・ディ・アセットマネジメントは、６ヵ月毎(毎年５月および１１月）に、
運用経過のほか投資信託財産の内容や有価証券売買状況などを記載した
運用報告書を作成し、販売会社を通じて交付します。

運用状況を知るには・・・

申込取扱場所（販売会社）、払込取扱場所については・・・

下記の照会先までお問い合わせ下さい。

ティ・アンド・ディ・アセットマネジメント株式会社

マーケティング部 電話番号０３－３２７２－７８９０

（受付時間は営業日の午前９時～午後５時（半日営業日は午前９時～正午））

インターネットホームページ http://www.tdasset.co.jp/

分配金に関しては・・・

分 配 時 期 毎日収益の分配を行ないます。
毎日決算を行ない毎日収益分配金を計上します。収益分配金は、公社債
市況などに応じた運用実績に基づきます。
（収益の分配は約款に定める「収益分配方針」に基づいて行ないます。）
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費用と税金

直接ご負担いただく費用・税金

時期 項目 費用・税金

お 申 込 時 ありません。申 込 手 数 料

収 益 分 配 時 所得税および地方税収益分配金に対して・・・・・・・・・・・・・・・２０％

償 還 時 所得税および地方税
償還価額の元本超過額および収益分配金
に対して・・・・・ ２０％

投資信託財産で間接的にご負担いただく（投資信託財産が支払う）費用・税金

費用・税金

信託元本の額に年 0.5071％以内の率を乗じて得た金額
（詳しくは目論見書本文をご覧ください。）

時期 項目

毎 日 信託報酬

●受益証券の取得日から解約受付日の翌営業日の前日までの日数が３０日未満の解約
　 請求の場合には、 １万口につき１０円の信託財産留保額を解約代金から差引き、投資
　 信託財産に返戻するものとします。
●法人の受益者の場合は、徴収された源泉税は所有期間に応じて法人税額から控除さ
れます。
●マル優制度がご利用になれます。（マル優のお取扱いは、販売会社により異なります
ので、お申込みの販売会社にご確認ください。）
●税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。

●その他、投資信託財産の財務諸表の監査に要する費用（税込）および証券取引に伴
う手数料等を、投資信託財産でご負担いただきます。

●税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になる場合があります。

ご 換 金 時 解約価額の元本超過額に対して・・・・・ ２０％所得税および地方税
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運用実績

－対象期間（直近２０特定計算期間）－
　　第６期特定計算期間（平成６年５月３１日）
　　　～第２５期特定計算期間末（平成１６年５月３１日）まで

■当ファンドの直近２０特定計算期間毎の収益率の推移

注）収益率とは、特定計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該特定計算期間の直前

の特定計算期間末の基準価額（分配落の額。以下「前期末基準価額」といいます。）を

控除した額を前期末基準価額で除して得た額に１００を乗じて得た数字です。

収益率　＝
特定計算期間末基準価額（分配付の額）－前期末基準価額（分配落の額）

前期末基準価額（分配落の額）
× １００
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Ⅰ．ファンドの概要 

 
１．基本情報 
 

（１）ファンドの名称 

大同のＭＭＦ（マネー・マネージメント・ファンド） 

（以下「当ファンド」といいます。） 

 

（２）内国投資信託受益証券の形態等 

追加型証券投資信託受益証券（以下「受益証券」といいます。）です。 

無記名式受益証券です。 

当ファンドは、格付を取得していません。 

 

（３）発行数 

発行価額の総額（受益証券１口当たりの各発行価格に各発行数を乗じて得た金額の累計額）が

２兆円となる口数を上限とします。 

 

（４）発行価額の総額 

２兆円を上限とします。 

 

（５）日本以外の地域における発行 

該当事項はありません。 

 

（６）信託期間 

当ファンドの信託期間は、原則無期限ですが、後述の「Ⅲ．ご投資の手引き ４．管理及び運営等 

（２）信託の終了」の規定により信託を終了させる場合があります。 

 

（７）計算期間 

当ファンドの計算期間は信託期間中の各１日とします。 

 

（８）信託金の限度額 

信託金の限度額は５，０００億円です。ただし、受託者と合意のうえ、当該限度額を変更するこ

とができます。 

 

（９）ファンドの沿革 

平成４年５月８日 投資信託契約締結、ファンドの設定、運用開始 
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２．ファンドの仕組み 
①ファンドの仕組み図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②委託会社およびファンドの関係法人の名称およびファンドの運営上の役割 

（委託会社が関係法人と締結している契約等の概要を含みます。）  

 
ａ．委託者（以下「委託会社」ということがあります。） 

ティ・アンド・ディ・アセットマネジメント株式会社 

委託者は、投資信託約款（投資信託契約）の規定等に基づき主に次の業務を行ないます。 

(1)投資信託約款の届出 

(2)投資信託財産の運用指図 

(3)投資信託財産の計算（毎日の基準価額の計算） 

(4)受益証券の発行 

(5)目論見書および運用報告書の作成等 

委託者は、これらの業務に対する報酬として、信託報酬の一部を受け取ります。 

 
ｂ．受託者（受託会社） 

三井アセット信託銀行株式会社 

受託者は、投資信託約款（投資信託契約）の規定等に基づき主に次の業務を行ないます。 

(1)投資信託財産の保管・管理・計算 

(2)委託者の指図に基づく投資信託財産の処分 

(3)受益証券の認証等 

なお、信託事務の一部につき日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社に委託することが

できます。 

（再信託受託会社：日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社） 

当ファンドの受託者として投資信託財産の保管・管理業務等を行います。 

受託者は、これらの業務に対する報酬として、信託報酬の一部を受け取ります。 

 

収益分配金 

・償還金等 

収益分配金
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ｃ．委託者の指定する証券会社および登録金融機関（以下、委託者も含め「販売会社」ということ

があります。） 

販売会社は、委託者との間に締結した「証券投資信託受益証券の募集・販売の取扱等に関する

契約」（別の名称で同様の権利義務関係を規定する契約を含みます。）等に基づき、主に次の

業務を行ないます。 

(1)受益証券の募集・販売の取扱い 

(2)受益証券の一部解約請求の取扱い 

(3)一部解約金、収益分配金および償還金の支払いの取扱い 

(4)受益証券の保護預り 

(5)目論見書、運用報告書の交付等 

販売会社は、これらの業務に対する報酬として、委託者が受け取る信託報酬の一部を受け取り

ます。 

 
 



－  － 

 

 

4

Ⅱ．運用の内容 

 
１．ファンドの目的及び基本的性格 

①当ファンドは、追加型公社債投資信託に属し、内外の公社債を中心に投資し、安定した収益の確

保をめざして安定運用を行ないます。 

 

②ファンドの特色 

ａ．内外の公社債を中心に投資し、安定した収益の確保を目指します。 

ｂ．毎日決算を行ない、運用収益の（純資産総額の元本超過額）の全額を収益分配金に充当いた

します。 

ｃ．原則として、毎営業日お申込みできます。申込手数料はありません。 

ｄ．原則として毎営業日、解約請求によりご換金いただけます。 

ｅ．収益分配金は、前月の最終営業日から当月の最終営業日の前日までの１ヵ月分をまとめて２

０％の源泉税（所得税１５％、地方税５％）を差し引いた後、当月の最終営業日に自動的に

全額再投資されます。 

 
２．投資方針 

 
（１）投資方針 

①基本方針 

当ファンドは内外の公社債を中心に投資し、安定した収益の確保をめざして安定運用を行ない

ます。 
 

②投資態度 

ａ．内外の公社債を中心に投資し、安定した収益の確保を図ります。 

ｂ．当ファンドは、社団法人投資信託協会（以下、単に｢協会｣ということがあります。）規則

「ＭＭＦ等の運営に関する規則」に従い運用いたします。運用に関する事項についての主な

内容は以下のとおりです。 

 

＜１．組入有価証券等の範囲＞ 

(1)組入れることのできる有価証券は、次に掲げる有価証券とする。 

①わが国の国債証券、政府保証債券及び日銀が発行する債券（以下「国債等」という。 

②①に規定する有価証券以外の有価証券で、当該有価証券の取得時において２社以上の指

定格付機関により、Ｐ－２又はＡ－２相当以上の短期格付若しくはＢＢＢフラット又はＢ

ａａ２相当以上の長期格付を受けているもの（指定格付機関が、発行会社の依頼によら

ずに格付を行ったものを除く。以下１.において同じ。） 

③①または②に規定する有価証券以外の有価証券で１社の指定格付機関からの格付のみの

もの又は格付を取得していないもののうち、取得時において委託業者が発行者の財務内

容等を基に②に規定するものと同等の信用力を有すると認めたもの 

(2)組入れることができる金融商品は、次に掲げる金融商品とする。 

①指定金銭信託（当該投資信託の受託銀行(再信託先を含む。)におけるオーバーナイトの

指定金銭信託に限る。） 

②金融商品(①に規定する指定金銭信託を除く。)で（１）①に規定する有価証券を担保と

するもの若しくは国又は日銀が保証するもの 

③①または②に規定する金融商品以外の金融商品で次のいずれかに該当するもの 

イ 取得時において２社以上の指定格付機関により、Ｐ－２又はＡ－２相当以上の短期格付

若しくはＢＢＢフラット又はＢａａ２相当以上の長期格付を受けているもの 

ロ イに規定する金融商品以外の金融商品で１社の指定格付機関からの格付のみのもの又

は格付を取得していないもののうち、取得時において委託業者が発行者の財務内容等



－  － 

 

 

5

を基にイに規定するものと同等の信用力を有すると認めたもの 

＜２．組入資産の残存期間＞ 

(1)組入資産は、受渡日から償還日又は満期日までの期間(以下「残存期間」という。)が１

年を超えないものとする。 

(2)満期保有目的債券(後記５.に規定する満期保有目的債券をいう。以下同じ。)については、

(1)の規定は適用しない。 

 

＜３．投資制限＞ 

(1)同一の法人等が発行する有価証券等（前記１.(1)に規定する有価証券(①に規定する有価

証券を除く。)及び前記１.(2)に規定する金融商品(①及び②に規定する金融商品を除

く。)をいう。以下３.において同じ。）若しくは取扱う有価証券等への投資は、次に掲

げる額の範囲以内とする。 

①２社以上の指定格付機関からＰ－1又はＡ－1相当の短期格付若しくはＡ３又はＡ－相

当以上の長期格付を受けている有価証券等は、当該有価証券等の取得時において当

該投資信託財産の純資産総額(以下｢純資産総額｣という。)の５％以内の額とする。 

②①に規定する有価証券等以外の有価証券等は、当該有価証券等の取得時において純

資産総額の１％以内の額とする。 

(2)同一の銀行が発行した有価証券等への投資は、(1)の規定にかかわらず取得時において純

資産総額の１０％以内の額とする。ただし、ＣＰ、短期社債等(社債等の振替に関する法

律第６６条第１号に規定する短期社債、商工組合中央金庫法第３３条の２に規定する短

期商工債券、信用金庫法第５４条の３の２第１項に規定する短期債券及び農林中央金庫

法第６２条の２第１項に規定する短期農林債券をいう。)、ＣＤ、コール・ローン、割引

手形及び預金以外の有価証券等については、純資産総額の５％以内の額とする。 

(3)(1)②に規定する有価証券等への投資の合計額は、当該有価証券等の取得時において純資

産総額の１０％以内の額とする。 

(4)満期保有目的債券については、(1)ないし(3)の規定にかかわらず後記５の定めるところ

によるものとする。 

(5)取引期間が５営業日以内のコール・ローン（国債等を担保とするコール取引を除く。）

については、(1)から(3)の規定にかかわらず、同一の取引先に係る組入れの合計額は、

純資産総額の２５％以内とする。 

(6)投資信託財産に組入れることができる資産は、円貨で約定し円貨で決済する資産に限る

ものとする。 

(7)委託業者は、債券について時価が入手できないものは組入れないものとする。 

(8)委託業者は、証券化関連商品及び取得時において償還金等が不確定な仕組債等で協会が

細則で定めるものは組入れないものとする。 

 

＜４．組入れられた資産の平均残存期間＞ 

組入資産（満期保有目的債券を含む。）の平均残存期間（協会が細則で定める計算方法に

より算出された期間をいう。以下同じ）は、１８０日を超えないものとする。 

 

＜５．満期保有目的債券の指定＞ 

(1)委託業者は、組入債券をその償還日まで投資信託財産で保有することを目的とする満期

保有目的債券に指定できるものとする。この場合において、満期保有目的債券の指定は、

当該債券を取得した時点で行うものとする。 

(2)(1)に規定する満期保有目的債券の指定は、当該投資信託の運用責任者（ファンド・マネ

ージャーを含む。）又は運用責任機関（運用委員会、役員会等実質的に投資信託財産の

運用の指図に関する権限及び責任を有している当該委託業者の組織及び機関をいう。）

等が予め定めた方法に基づき行うものとする。 
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＜６．満期保有目的債券の残存期間＞ 

満期保有目的債券の残存期間は、３年を超えないものとする。ただし、銀行が発行する

変動利付債券（銀行が保証するもの及び銀行が発行する債券を担保とするものを含む。

以下後記７.において｢変動利付債券｣という。）については、この限りではない。 

 

＜７．満期保有目的債券の指定の制限＞ 

(1)満期保有目的債券（国債等を除く。）の指定は、指定する日において２社以上の指定格

付機関からＡ３又はＡ－相当以上の長期格付を取得しているもの、若しくは複数の指定

格付機関からの格付がなく１社からＡ３又はＡ－相当以上の長期格付を取得し、かつ当

該委託業者が定めるガイドラインによりこれと同等の信用力を有するものと認めたもの

に限るものとする。 

(2)満期保有目的債券の指定は、満期保有目的債券に指定された債券（新たに指定しようと

する債券を含む。）の評価額の合計額が、指定する日の直前の３月末の純資産総額又は

指定する日の純資産総額のいずれか低い額の１５％以内に限るものとする。なお、残存

期間が３年を超える変動利付債券を指定する場合は、満期保有目的債券に指定された変

動利付債券(新たに指定しようとする変動利付債券を含む。)の評価額の合計額が、指定

する日の直前の３月末の純資産総額又は指定する日の純資産総額のいずれか低い額の５

％以内に限るものとする。 

(3)同一の法人等が発行する債券の満期保有目的債券の指定は、満期保有目的債券に指定さ

れた当該法人が発行する債券(新たに指定しようとする当該法人が発行する債券を含

む。)の評価額の合計額が、指定する日の直前の３月末の純資産総額又は指定する日の純

資産総額のいずれか低い額の１％以内に限るものとする。ただし、国債等については、

この規定は適用しないものとする。 

(4)委託業者は、毎月末における満期保有目的債券の評価額の合計額の純資産総額に対する

比率(以下「満期保有目的債券比率」という。)を翌月末までに協会に報告するものとす

る。 

(5)協会は、満期保有目的債券比率が、一定期間、一定比率以上となった場合には、当該委

託業者に対し改善に必要な措置を求めることができるものとする。 

 

＜８．満期保有目的債券の売却等の禁止＞ 

(1)委託業者は、満期保有目的債券に指定した債券を次の各号に掲げる事由以外の理由によ

り、原則として当該債券を売却又は保有目的の変更(以下｢売却等｣という。)を行っては

ならないものとする。 

①当該債券の発行者の信用状態の悪化 

②税法上の優遇措置の廃止 

③当該投資信託の合併又は委託業者の変更に伴うポートフォリオの変更 

④法令又は規制の制定、改正又は廃止 

⑤監督官庁の規制又は指導 

⑥予期できなかった当該投資信託に起因しない事象として細則で定める事象の発生 

⑦その他やむを得ない事由として協会が細則で定めるもの 

(2)(1)に規定する事由以外の理由により売却等を行った場合は、当該売却等を行った日から

投資信託財産が保有する全ての満期保有目的債券の保有目的を変更するものとし、当該

売却等を行った日以降２年間は取得した債券を満期保有目的債券に指定し保有すること

ができないものとする。 

(3)委託業者は、満期保有目的債券を担保に差し入れ若しくはレポ取引又は証券貸借取引の

対象とした場合にあっても、当該取引の契約期間の終日が当該満期保有目的債券の償還

期日と同日又は償還期日より以前の日となるとき若しくは返還される債券が実質的に同

一であるときは、当該満期保有目的債券の目的変更は行わないものとする。なお、現先
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取引の場合の取扱いについては、協会が細則で定める。 

 

＜９．満期保有目的債券の開示等＞ 

(1)委託業者は、当該投資信託の運用報告書及び有価証券報告書において満期保有目的債券

に指定した債券の銘柄名、利率、額面、評価額、償還期日及び通貨を開示するものとす

る。 

(2)委託業者は、当該投資信託の約款、有価証券届出書及び目論見書において、満期保有目

的債券に指定した債券については償却原価法で評価する旨を開示するものとする。 

 

（２）主な投資対象 

①内外の公社債を主要投資対象とします。 

②有価証券等の価格変動リスクおよび為替変動リスクを回避するため、国内において行なわれる有

価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引、通貨にかかる先物取引、

通貨にかかる選択権取引、金利にかかる先物取引および金利にかかるオプション取引ならびに外

国の市場において行なわれる有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション

取引、通貨にかかる先物取引、通貨にかかる先物オプション取引、金利にかかる先物取引および

金利にかかるオプション取引と類似の取引（以下｢有価証券先物取引等｣といいます。）を行なう

ことができます。 

詳しくは当ファンドの投資信託約款をご参照ください。 

 

（３）主な投資制限 

①当ファンドの投資信託約款に基づく投資制限 

ａ．同一銘柄の転換社債等への投資制限（約款第１９条） 

委託者は、信託財産に属する同一銘柄の転換社債ならびに新株引受権付社債のうち商法第３

４１条の３第１項第７号および第８号の定めがあるものの時価総額が、信託財産の純資産総

額の１００分の１０を超えることとなる投資の指図をしません。 

ｂ．外貨建資産への投資制限（運用の基本方針 ２．運用方法 (3)②） 

外貨建資産への投資割合には制限を設けません。 

ｃ．特別の場合の外貨建有価証券への投資制限（約款第２０条） 

外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認めら

れる場合には、制約されることがあります。 

ｄ．外国為替予約の指図（約款第２１条） 

委託者は、信託財産に属する外貨建資産について、当該外貨建資産の為替ヘッジのため、外

国為替の予約を指図することができます。 

ｅ．先物取引等に関する投資制限（約款第１８条） 

(1)委託者は、信託財産が運用対象とする有価証券の価格変動リスクを回避するため、わが国の

証券取引所における有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引および有価証券オプション

取引ならびに外国の市場におけるこれらの取引と類似の取引を次の範囲で行なうことの指図

をすることができます。なお、選択権取引はオプション取引に含めて取り扱うものとします

（以下同じ。）。 

1.先物取引の売建およびコール・オプションの売付の指図は、建玉の合計額が、ヘッジの対

象とする有価証券（以下「ヘッジ対象有価証券」といいます。）の時価総額の範囲内とし

ます。 

2.先物取引の買建およびプット・オプションの売付の指図は、建玉の合計額が、ヘッジ対象

有価証券の組入可能額（組入ヘッジ対象有価証券を差し引いた額）に信託財産が限月まで

に受取る組入公社債および組入外国貸付債権信託受益証券ならびに組入貸付債権信託受益

権の利払金および償還金を加えた額を限度とし、かつ信託財産が限月までに受取る組入有

価証券にかかる利払金および償還金等ならびに約款第 15 条第 2 項第 1 号から第 4 号に掲げ

る金融商品で運用している額の範囲内とします。 
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3.コール・オプションおよびプット・オプションの買付の指図は、全オプション取引にかか

る支払いプレミアム額の合計額が取引時点の信託財産の純資産総額の５％を上回らない範

囲内とします。 

(2)委託者は、信託財産に属する資産の為替変動リスクを回避するため、わが国の取引所におけ

る通貨にかかる先物取引ならびに外国の市場における通貨にかかる先物取引およびオプショ

ン取引を次の範囲で行なうことの指図をすることができます。 

1.先物取引の売建およびコール・オプションの売付の指図は、建玉の合計額が、為替の売予

約と合わせて、ヘッジ対象とする外貨建資産〔外国通貨表示の有価証券（以下「外貨建有

価証券」といいます。）、預金その他の資産をいいます。以下同じ。〕の時価総額の範囲

内とします。 

2.先物取引の買建およびプット・オプションの売付の指図は、建玉の合計額が、為替の買予

約と合わせて、外貨建有価証券の買付代金等実需の範囲内とします。 

3.コール･オプションおよびプット・オプションの買付の指図は、支払いプレミアム額の合計

額が取引時点の保有外貨建資産の時価総額の 5％を上回らない範囲内とし、かつ全オプシ

ョン取引にかかる支払いプレミアム額の合計額が取引時点の信託財産の純資産総額の 5％

を上回らない範囲内とします。 

(3)委託者は、信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避するため、わが国の取引所におけ

る金利にかかる先物取引およびオプション取引ならびに外国の市場におけるこれらの取引と

類似の取引を次の範囲で行なうことの指図をすることができます。 

1.先物取引の売建およびコール・オプションの売付の指図は、建玉の合計額が、ヘッジの対

象とする金利商品（信託財産が 1 年以内に受取る組入有価証券の利払金および償還金等な

らびに約款第 15 条第 2 項第 1 号から第 4 号に掲げる金利商品で運用されているものをいい、

以下「ヘッジ対象有価証券」といいます。）の時価総額の範囲内とします。 

2.先物取引の買建およびプット・オプションの売付の指図は、建玉の合計額が、信託財産が

限月までに受取る組入有価証券にかかる利払金および償還金等ならびに約款第 15 条第 2 項

第 1 号から第 4 号に掲げる金利商品で運用している額（以下本号において「金融商品運用

額等」といいます。）の範囲内とします。ただし、ヘッジ対象金利商品が外貨建で、信託

財産の外貨建資産組入可能額（約款上の組入可能額から保有外貨建資産の時価総額を差し

引いた額。以下同じ。）に信託財産が限月までに受取る外貨建組入公社債および組入外国

貸付債権信託受益証券ならびに外貨建組入貸付債権信託受益権の利払金および償還金を加

えた額が当該金融商品運用額等の額より少ない場合には外貨建資産組入可能額に信託財産

が限月までに受取る外貨建組入有価証券にかかる利払金および償還金等を加えた額を限度

とします。 

3.コール･オプションおよびプット・オプションの買付の指図は、支払いプレミアム額の合計

額が取引時点のヘッジ対象金利商品の時価総額の 5％を上回らない範囲とし、かつ全オプ

ション取引にかかる支払いプレミアム額の合計額が取引時点の信託財産の純資産総額の 5

％を上回らない範囲内とします。 

 

②「投資信託及び投資法人に関する法律」（以下「投信法」といいます。）および関連法令に基づ

く投資制限 

ａ．委託会社は、一の投資信託財産の純資産総額に１００分の５０を乗じて得られる額が当該投資

信託財産に係る次のイおよびロに掲げる額（これに係る取引のうち当該取引が評価損を生じた

のと同じ事由により評価益を生じた取引がある場合には当該評価益の合計額を控除した額とし

ます。）ならびにハおよびニに掲げる額の合計額を下回ることとなるにもかかわらず、当該投

資信託財産に係る有価証券先物取引等（投信法施行規則第２７条第４項において定義されてい

る「有価証券先物取引等」を意味します。）を行なうことまたは継続することを受託会社に指

図してはなりません。 

イ．当該投資信託財産に係る先物取引等評価損（有価証券オプション取引等および有価証券

店頭オプション取引等の売付約定に係るものを除きます。） 

ロ．当該投資信託財産に係る有価証券オプション取引等および有価証券店頭オプション取引
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等のうち売付約定に係るものにおける原証券等の時価とその行使価格との差額であって当

該オプションの行使に伴い発生すると見込まれる損失の額から当該オプションに係る帳簿

価額を控除した金額であって評価損となるもの 

ハ．当該投資信託財産をもって取得し現在保有している新株引受権を表示する債券または証

書に係る時価とその帳簿価額の差額であって評価損となるもの 

ニ．当該投資信託財産をもって取得し現在保有しているオプションを表示する債券または証

書に係る時価とその帳簿価額との差額であって評価損となるもの 

ｂ．委託会社は、同一の法人の発行する株式について、委託会社が運用の指図を行なう全ての委

託者指図型投資信託につき投資信託財産として有する当該株式に係る議決権の総数が、当該

株式に係る議決権の総数に１００分の５０を乗じて得た数を超えることとなる場合において、

当該株式を投資信託財産をもって取得することを受託会社に指図してはなりません。 

 

（４）分配方針 

①収益分配方針 

毎日決算を行ない、運用収益（純資産総額の元本超過額）の全額を収益分配金に充当いたします。 

収益分配金は毎日算出され、直前１週間（土曜日～金曜日）の平均分配率（年率、税引前）につ

きましては、販売会社ないしは下記にお問い合わせいただければ、お知らせいたします。 

ティ・アンド・ディ・アセットマネジメント株式会社 

マーケティング部 電話番号 03-3272-7890 

（受付時間は営業日の午前９時～午後５時（半日営業日は午前９時～正午）） 

インターネットホームページ http://www.tdasset.co.jp/ 

 

②収益の分配  

投資信託財産から生ずる利益（ａ．に掲げる収益等の合計額から、ｂ．に掲げる経費等の合計額

を控除して計算した金額で純資産総額の元本超過額をいいます。）は、その全額を毎計算期末に

当該日の受益者への収益分配金として投資信託財産に計上します。ただし、計算期末において損

失（ａ．の合計額がｂ．の合計額に満たない場合の当該差額をいいます。）を生じた場合は、当

該損失額を繰越欠損金として次期に繰越すものとします。 

ａ．毎計算期間における利子またはこれに類する収益、売買・償還等による利益、評価益、解約

差益金およびその他収益金 

ｂ．毎計算期における信託報酬、売買・償還等による損失評価損、繰越欠損金補てん額およびそ 

の他費用 

 

③収益分配金の再投資 

ａ．委託者は、原則として、前月の最終営業日（この信託の契約締結日を含む月については契約締

結日）から当月の最終営業日の前日までの各計算期間にかかる収益分配金で、当月の最終営業

日の前日現在の受益証券に帰属する収益分配金（委託者の自らの募集にかかる受益証券に帰属

する収益分配金を除きます。）を、当月の最終営業日に販売会社に交付します。 

ｂ．販売会社は、「大同のＭＭＦ（マネー・マネージメント・ファンド）自動継続投資約款」にし

たがった契約に基づき、受益者ごとにａ．の収益分配金の再投資にかかる受益証券の売付を行

うものとします。 

ｃ．委託者は、前月の最終営業日から当月の最終営業日の前日までの各計算期間にかかる収益分配

金で、当月の最終営業日の前日現在の受益証券に帰属する収益分配金のうち、委託者の自らの

募集にかかる受益証券に帰属する収益分配金を、この信託の受益証券の取得申込金として、各

受益者ごとに当該収益分配金の再投資にかかる受益証券の取得の申込に応じたものとします。

なお、この場合における１口当りの取得価額は、当月の最終営業日の前日の基準価額とします。 

ｄ．ｂ．およびｃ．の規定にかかわらず、委託者または販売会社は、当月の最終営業日の前日の基

準価額が、当初設定時の１口の元本価額を下回ったときは、当該取得の申込を、当月の最終営

業日以降、最初に、追加信託にかかる基準価額が当初設定時の１口の元本価額と同額になった
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計算日の基準価額による取得の申込とみなします。 

ｅ．後述の「Ⅲ．ご投資の手引き ２．ご換金時 ①換金手続等 ｂ．」により信託の一部解約が行

なわれた場合に、当該受益証券に帰属する収益分配金があるときは、ｂ．からｄ．の規定にか

かわらず、そのつど受益者に支払います。 
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３．運用体制 
 

当ファンドの運用体制は以下のとおりです。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運用計画については、投信ファンドマネージャーが組入比率等の計画を立案し、投信運用委員会で

の審議・決定および投信運用部長の承認を経た後、上記の「２．投資方針 （１）投資方針 ②投資

態度」に従い実施されます。 

 
 

委託者においては、ファンドの運用に関する社内規定として、投資信託のファンドマネージャーに

係る服務規程、上記運用体制及びその細目について定めた規定のほか、有価証券等の組入比率、組

入株式等の銘柄選定、債券投資、短期金融商品の投資、先物・オプション取引等、資金の借入等に

関して各々、取扱い基準を設けております。 

 

ファンドの運用体制等は平成１６年７月末日現在のものであり、今後変更となる場合があります。 
 

 

 

 投信運用委員会（原則月１回） 

・ファンド別基本運用計画の決定 

・ファンド別資産組入計画等 

月次運用計画の決定 

・ファンド別決算の承認 

 投信運用部（投信ファンドマネージャー）

・ 運用実施計画の立案・決定 

・ 運用の指図 

 投資政策委員会（原則月１回） 

・投資環境および市況見通しの決定 
 ストラテジー会議（原則週１回）

・投資環境、市況見通しのフォロー

 運用審査委員会（原則月１回） 

・運用実績の審査 

投資環境･ 
市況見通し

検査

報告 

審査

 業務管理部 

・運用実績の分析および評価 

・運用リスク管理 

 運用管理部 

・ 売買発注（トレーディングチーム） 

・ 売買の執行管理 

・ 売買内容のチェック 

・基準価額の計算 

・先物等リスク評価額管理 

発注指図・売買確認・管理

 業務監査部 

・ 法令、約款等、運用諸規則
に照らした適正性の検査 

コンプライアンス委員会

（原則月１回） 

・監査事項の審議 

取締役会 報告

検査

報告 

運用計画
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４．投資リスク及びリスク管理体制 
 
（１）当ファンドのもつリスクの特性 

当ファンドは、公社債など値動きのある有価証券に投資しますので基準価額は変動します。した

がいまして、当ファンドは投資元本（投資者が当ファンドの取得時に支払う受渡金額の総額をい

います。）が保証されているものではありません。また、収益や投資利回り等も未確定の商品で

す。また、一定の投資成果をお約束するものではありません。当ファンドは、預貯金や保険契約

とは異なります。当ファンドは預金保険および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。

また、証券会社以外で当ファンドを購入した場合は、投資者保護基金による支払い対象ではあり

ません。ファンドの運用資産（以下、「投資信託財産」といいます。）に生じた利益および損失は

全て投資者に帰属します。当ファンドの基準価額の変動要因となる主なリスクは次の通りです。 

 
①金利変動リスク 

当ファンドは主としてわが国の公社債等に投資します。一般に、金利が上昇すると公社債等

の価格は下落します。その結果、基準価額が値下がりし、投資元本に欠損を生じる恐れがあ

ります。 

 
②為替変動リスク 

当ファンドは外貨建資産に投資することもありますので、その場合には、通貨の価格変動に

よって当該外貨建資産の円建の評価額は下落します。その結果、基準価額が値下がりし、投

資元本に欠損を生じる恐れがあります。 

 
③信用リスク 

一般に、有価証券の発行者、または金融商品の運用先に経営不振もしくは債務不履行等が生

じた場合、有価証券または金融商品等の価格は下落し、もしくは価値が無くなることがあり

ます。その結果、基準価額が値下がりし、投資元本に欠損を生じる恐れがあります。 

 
④流動性リスク 

解約によるファンドの資金流出に対応し、解約資金を手当てするために、通常よりも著しく

低い価格での保有証券の売却を余儀なくされる可能性があります。また、市場の混乱等のた

めに、市場において取引ができなかったり、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀な

くされる可能性があります。これらの場合には、基準価額が値下がりし、その結果、投資元

本に欠損を生じる恐れがあります。 

 
上記のほか、一部解約時に控除される信託財産留保額、ファンドの投資信託財産から支弁する信

託報酬および証券取引に伴う手数料等の管理費用も、投資者が支払った投資元本に欠損を生じる

要因となります。 

 

（２）投資リスクに対する管理体制 

当社の投資リスクに対する管理体制は以下のとおりです。 

前述の「３．運用体制」に記載されている社内規定において、市場関連リスク（金利変動リスク

等）、信用リスク、流動性リスク等の投資リスクに関する取扱い基準およびその管理体制につい

ても併せ定めており、下記の運用体制のサイクル自体が、投資リスクの管理体制を兼ねたものと

なっています。 

・投信運用部（投信ファンドマネージャー）は定期的に、投資環境および市況見通し、ポートフ

ォリオの状況および運用成果等をモニタリングして運用リスクの管理を行いつつ、原則として

月次にて（投資環境および市況の著しい変化等に対応する場合には随時）運用計画の見直しを

行い、投信運用委員会および投信運用部長による審議・承認を踏まえて、実際の運用指図を行

い、運用管理部（トレーディングチーム）がその執行を行っています。 

・運用管理部は、ファンドの基準価額の計算を行うとともに、先物・オプション取引等のリスク

評価額の管理を行い、必要な部署等へ定期的な報告を行っています。 
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・業務管理部は、運用リスク管理を所管するとともに、ファンドのパフォーマンス評価・分析等

ファンドの運用に関する審査を月次にて行い、運用審査委員会に報告を行うことにより、運用

成績の改善のサポートを行っています。 

・業務監査部は、法令、約款等、運用諸規則に照らした適正性の検査を行い、コンプライアンス

委員会で審議し、取締役会に報告を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

投資リスクに対する管理体制は平成１６年７月末日現在のものであり、今後変更となる場合がありま

す。 

 

投信運用委員会・投信運用部長による基本運用計画・実施計画の審議・承認 

投信ファンドマネージャー・運用管理部（トレーディングチーム）による運用指図

とその執行 

運用管理部による先物等リスク評価額管理と業務管理部による運用リスク管理、

運用実績の分析および評価と運用審査委員会への報告 

業務監査部による監査 
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Ⅲ．ご投資の手引き 
 

１．お買付時 
 

（１）申込期間 

平成１６年２月２８日（土曜日）から平成１７年２月２８日（月曜日）まで 

なお、申込（募集）期間は、上記期間満了前に有価証券届出書を関東財務局長に提出することに

よって更新されます。 

正午以前の申込みの場合は、申込日の前日の基準価額が１口当たり１円を下回っているときは、

販売会社は申込日が取得日となる申込みには応じないものとします。 

また、正午を過ぎての申込みの場合は、申込日の翌営業日の前日の基準価額が１口当たり１円を

下回っているときは、申込日の翌営業日以降最初に、前日の基準価額が１口当たり１円になった

営業日を取得日とします。 

 

（２）申込取扱場所及び払込取扱場所 

申込取扱場所及び払込取扱場所（販売会社）につきましては、下記にお問い合わせください。 

ティ・アンド・ディ・アセットマネジメント株式会社 

マーケティング部 電話番号 03-3272-7890 

（受付時間は営業日の午前９時～午後５時（半日営業日は午前９時～正午）） 

インターネットホームページ http://www.tdasset.co.jp/ 

 

（３）お申込みの方法 

ａ．当ファンドは、収益分配金は税金を差し引いた後、無手数料で自動的に再投資する「自動継

続投資」専用ファンドです。 

ｂ．当ファンドの受益証券の取得申込者は、販売会社との間で、受益証券の取引に関する契約ま

たは規定に基づいて、取引口座の開設を申込む旨の申込書を提出します。申込者は販売会社

との間で「大同のＭＭＦ（マネー・マネージメント・ファンド）自動継続投資約款（注）」

に従って「分配金再投資契約（注）」を締結するものとします。 

（注）これと異なる名称で同一の権利義務関係を規定した契約を含むものとします。 

ｃ．受益証券の取得申込者は、販売会社との間で保護預りに関する契約を締結したうえで、受益

証券は保護預りとさせていただきます。 

ｄ．非課税貯蓄制度（マル優）をご利用する場合、取得申込者（受益者）はマル優の適格者であ

る旨を確認できる公的書類を持参のうえ、「非課税貯蓄申込書」、「非課税貯蓄申告書」を

提出するものとします。 

ｅ．継続申込期間の当ファンドの取得申込の受付けは、営業日の午後３時（年末年始など半日営

業日の場合は正午）までとし、当該受付時間を過ぎた場合は翌営業日の受付けとなります。

ただし、受付時間は取扱金融機関等によって異なることもありますのでご注意ください。 

正午以前の申込みは、取得申込日の前日の基準価額です。正午を過ぎての申込は、取得日の

翌営業日の前日の基準価額です。ただし、基準価額が１万円を下回った場合は、原則として

申込受付けを行いません。 

ｆ．受益証券の取得日から解約請求受付日の翌営業日の前日までの日数が３０日未満の解約請求

の場合には、１万口につき１０円の信託財産留保額を解約代金から差引き、投資信託財産に

返戻するものとします。 

 

（４）販売価額（発行価格） 

（正午以前の申込み） 

販売会社が申込金の払込みを申込日の正午以前に確認した場合は、取得申込日の前日の基準価額

です。 
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（正午を過ぎての申込み） 

販売会社が申込金の払込みを申込日の正午を過ぎてから確認した場合は、取得申込日の翌営業日

の前日の基準価額です。 

※「基準価額」とは、ファンドの資産総額から負債総額を控除した金額（純資産総額）をその時

の発行済受益権総口数で除した１口当たりの純資産価額をいいます（ただし、便宜上１万口当

たりに換算した価額で表示されます。）。 

基準価額につきましては、販売会社ないしは上記の「（２）申込取扱場所及び払込取扱場所」

の照会先までお問い合わせください。 

 

（５）申込手数料 

ありません。 

 

（６）申込単位 

１円以上１円単位もしくは１０万円以上１円単位となります。 

申込単位につきましては、販売会社ないしは上記の「（２）申込取扱場所及び払込取扱場所」の

照会先までお問い合わせください。 

 

（７）払込期日 

当ファンドの受益証券の取得申込者は申込金額（申込日の基準価額に申込口数を乗じた額をいい

ます。以下同じ。）をお申込いただきます販売会社に支払うものとします。払込期日は販売会社

により異なりますので、販売会社ないしは上記の「（２）申込取扱場所及び払込取扱場所」の照

会先までお問い合わせください。 

各取得申込日の発行価額の総額は、追加信託を行なう日に、販売会社より委託者であるティ・ア

ンド・ディ・アセットマネジメント株式会社の口座を経由して、受託者である三井アセット信託

銀行株式会社の指定する当ファンド口座に振り込まれます。 

 

 

２．ご換金時 
①換金手続等 

ａ．受益者は、自己の有する受益証券につき、委託者に解約の実行を請求することができます。 

ｂ．委託者は、ａ．の請求があった場合には、投資信託契約の一部を解約します。この場合におけ

る一部解約の価額は、解約受付日の翌営業日の前日の基準価額となります。午後３時以前に解

約申込を受付けた場合は、解約申込日が解約受付日となります。午後３時以降に解約を申込ま

れた場合は、解約申込日の翌営業日が解約受付日となります。 

ｃ．一部解約金および信託の一部解約にかかる受益証券に帰属する収益分配金は、原則として解約

受付日の翌営業日から、販売会社の営業所等において受益者に支払うものとします。ただし、

委託者の自らの募集にかかる受益証券に帰属する一部解約金および信託の一部解約にかかる当

該受益証券に帰属する収益分配金についての支払場所は、委託者において行います。 

解約受付日当日に解約代金相当額の受取りを希望する受益者には、受益者と販売会社との間の

「大同のＭＭＦ（マネー・マネージメント・ファンド）自動継続投資約款」に基づく手続に従

い、即日引出し（キャッシング）のお取扱をいたします。この場合には、「大同のＭＭＦ（マ

ネー・マネージメント・ファンド）自動継続投資約款」に基づき、即日引出し申込日から解約

代金受渡日の前日までの分配金から源泉所得税相当額を差引いた額を、販売会社がキャッシン

グ利息として受け取ります。なお、委託者による直接販売ならびに一部の販売会社においては、

即日引出しのお取扱はありません。詳細につきましては、申込販売会社にてご確認ください。 

ｄ．委託者または販売会社が、約款第９条の規定による受益証券の発行の日から解約受付日の翌営

業日の前日までの日数が３０日に満たない受益証券についてａ．の請求を受付けた場合には、

当該解約口数に応じ１万口につき１０円の信託財産留保額を当該請求にかかる受益者の負担と
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し、原則として当該受付日の翌営業日に、後述の「４．管理及び運営等（４）受益者の権利等 

①収益分配金の受領権および③一部解約（換金）請求権」に規定する一部解約金中から徴し、

投資信託財産に対し返戻するものとします。この場合において収益分配金の再投資にかかる受

益証券については、当該収益分配金を生ずる基礎となった受益証券の発行された日に発行され

たものとみなします。 

ｅ．受益者が、ａ．の請求をするときは、委託者または販売会社に対し、受益証券をもって行なう

ものとします。 

ｆ．投資信託財産の資金管理を円滑に行うため、大口の解約請求に制限を設ける場合があります。 

この場合の取扱等につきましては、販売会社にご確認ください。 

ｇ．委託者は、証券取引所における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情があ

るときは、ａ．による請求の受付を中止することができるものとします。 

ｈ．ｇ．により一部解約の実行の請求の受付が中止された場合には、受益者は当該受付中止以前に

行なった当日の一部解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解約の実行

の請求を撤回しない場合には、当該証券の一部解約の価額は、当該受付中止を解除した後の最

初の基準価額の計算日に一部解約の実行の請求を受付けたものとして解約受付日の翌営業日の

前日の基準価額とします。 

 

②換金（解約）手数料 

換金手数料はありません。 

 

 

３．その他の手数料等及び税金 
 

（１）信託報酬等 

①受託者の信託報酬の総額は、信託元本の額に0.5071％以内の率を乗じて得た額とし、毎計算期末に

計上します。平成１１年９月２７日以降の各週の最初の営業日（委託者の営業日をいいます。以下

同じ。）から翌週以降の最初の営業日の前日までの毎計算期間にかかる信託報酬率は、当該各週の

最初の営業日の前日までの７日間の元本１万口当たりの収益分配金合計額の年換算収益分配率に応

じて次の通りになります。 

ａ. 年換算収益分配率が６％未満の場合は、信託元本の額に対し年0.3557％以内の率とします。た

だし、当該率が年0.3557％以下の場合の信託報酬率は当該年換算収益分配率以内の率とします。 

ｂ. 年換算収益分配率が６％以上８％未満の場合は、信託元本の額に対し年0.4056％以内の率とし

ます。 

ｃ. 年換算収益分配率が８％以上の場合は、信託元本の額に対し年0.5071％以内の率とします。 

届出書提出日現在は、「年換算収益分配率が0.3557％未満の場合」に定める料率が適用されていま

す。 
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 委託者 受託者 販売会社 

年換算収益分配率

が0.3557％未満の

場合 

当該年換算収益分配率

に0.3を乗じた率に対

し35.57分の8.0を乗じ

た率以内 

当該年換算収益分配率

に0.3を乗じた率に対

し35.57分の2.5を乗じ

た率以内 

当該年換算収益分配率

に0.3を乗じた率に対

し35.57分の25.07を乗

じた率（税込）以内 

年換算収益分配率

が0.3557％以上6％

未満の場合 

年0.0800％ 年0.0250％ 年0.2507％ 

（税込）

年換算収益分配率

が6％以上8％未満 

の場合 

年0.0850％ 年0.0250％ 年0.2956％ 

（税込）

年換算収益分配率 

が8％以上の場合 
年0.1100％ 年0.0250％ 年0.3721％ 

（税込）

※委託者の自らの募集に係る部分については、販売会社相当分を委託者が収受します。  

 

②上記①の信託報酬は、毎月の最終の営業日（委託者の営業日をいいます。）または信託終了のとき

投資信託財産中から支弁します。 

 

（２）その他の手数料等 

①投資信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託者の立替えた立替金の利

息（以下「諸経費」といいます。）は、受益者の負担とし、投資信託財産中から支弁します。 

②投資信託財産の財務諸表にかかる監査報酬（税込）は、約款第３１条に規定する計算期間を通じ

て毎日、投資信託財産の純資産総額に年０．０００５２５％（税抜０．０００５％）を乗じて得

た額とし、毎月最終営業日または信託終了のとき、投資信託財産中から支弁します。 

③証券取引に伴う手数料、当ファンドの組入有価証券の売買の際に発生する売買委託手数料（税

込）は、投資信託財産が負担します。この他売買委託手数料に対する消費税等相当額および先物

取引・オプション取引等に要する費用についても投資信託財産が負担します。 

④委託者または販売会社が、約款第９条の規定による受益証券の発行の日から解約請求受付日の翌

営業日の前日までの日数が３０日に満たない受益証券について前述の「２．ご換金時 ②換金手続

等 ａ．」の請求を受付けた場合には、当該解約口数に応じ１万口につき１０円の信託財産留保額

を当該請求にかかる受益者の負担とし、原則として当該請求受付日の翌営業日に、後述の「４． 

管理及び運営等（４）受益者の権利等 ①収益分配金の受領権および③一部解約（換金）請求権」

に規定する一部解約金中から徴し、投資信託財産に対し返戻するものとします。この場合におい

て収益分配金の再投資にかかる受益証券については、当該収益分配金を生ずる基礎となった受益

証券の発行された日に発行されたものとみなします。 

 

（３）課税上の取扱い 

①個人の受益者に対する課税 

個人の受益者が支払いを受ける収益分配金、および元本超過額（＊）については、２０％（所得税

１５％および地方税５％）の税率による源泉分離課税が行なわれます。 

マル優制度をご利用になれば、お一人元金３５０万円（すでにご利用の場合は、その金額を差し引

いた額）まで、上記の税金はかかりません。 

なお、販売会社によってはマル優制度の取扱いを行なわない場合があります。 
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②法人の受益者に対する課税 

法人の受益者が支払いを受ける収益分配金、および元本超過額（＊）については２０％（所得税１

５％および地方税５％）の税率で源泉徴収され法人の受取額となりますが、徴収された源泉税は所

有期間に応じて法人税額から控除されます。 

 

（＊）ご換金時は、ご換金にかかる受益証券に帰属する再投資前の収益分配金に対して課税が行なわ

れます。また、償還時は、償還金の元本超過額および償還にかかる受益証券に帰属する収益分

配金に対して課税が行なわれます。 

 

※税法が改正された場合等は、上記の内容が変更になる場合があります。 

 
 
４．管理及び運営等 
 

（１）資産の評価 

・資産の評価 

基準価額とは、投資信託財産に属する資産を法令および社団法人投資信託協会規則に従って時

価評価又は一部償却原価法により評価して得た投資信託財産の資産総額から負債総額を控除し

た金額（以下「純資産総額」といいます。）を、計算日における受益権総口数で除した金額と

します。基準価額および収益分配金は毎日算出され、直前１週間（土曜日～金曜日）の平均分

配率（年率、税引前）につきましては、委託者および販売会社にお問い合わせいただければ、

お知らせいたします。また、直前１週間（土曜日～金曜日）の平均分配率（年率、税引前）は、

原則として毎週日曜日の日本経済新聞朝刊に（「ＭＭＦ」の「Ｔ＆Ｄアセット」にて）掲載さ

れます。委託者へのお問い合わせ先は、前述の「１．お買付時（２）申込取扱場所及び払込取

扱場所」の照会先をご参照ください。 

 

◆少額貯蓄非課税制度（マル優制度）は、障害者などに対する少額貯蓄非課税制度に改組

されます（平成１８年１月）。 

◆障害者などに該当しない方については、 

・平成１４年末において６５歳以上になっている方は、同年末に設定される非課税枠の

範囲内で、平成１７年末まで制度が存続します。 

・平成１５年１月以降６５歳となる方は、非課税制度の対象となりません。 
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上記の社団法人投資信託協会規則に該当するものの内、「ＭＭＦ等の運営に関する規則」の評価

に関する事項についての主な内容は以下のとおりです。 

 

＜１.組入れ債券等の評価＞ 

(１)組入債券の評価は、原則として時価により評価するものとし、時価は組入債券の銘柄毎

に委託業者が次に掲げる価額のいずれかから採用した価額とする。 

① 日本証券業協会が発表する店頭売買参考統計値（平均値） 

② 証券会社又は銀行等が提示する価額（売気配相場を除く。） 

③ 価格情報会社の提供する価額 

(２)その他の有価証券等は、他の協会規則の規定に基づき評価するものとする。 

＜２.償却原価法による評価＞ 

(１)次に掲げる債券は、償却原価法により評価することができるものとする。 

①残存期間が1年以内の債券で、Ａ-２又はＰ-２格相当以上の短期格付若しくはＡ３又は

Ａ-格相当以上の長期格付を取得している債券 

②満期保有目的債券 

(２)（１）に規定する償却原価法は、当該債券の買付約定成立の日又は償還日の前年応答日

の前日の帳簿価額を取得価額として、同日から償還日の前日まで当該帳簿価額と償還価額

（割引債は税込みの価額（額面価額に源泉税額を加えた価額）とする。）の差額を当該期

間で日割り計算して得た金額を日々帳簿価額に加算又は減算した価額により評価する方法

とする。なお、加算又は減算した価額は、売買損益に計上するものとする。 

(３)満期保有目的債券に指定された債券が、格付の引下げ等により時価と評価額に著しい乖

離が生じた場合、又は償却原価法の適用債券に適合しなくなった場合には、委託業者は

監査法人又は公認会計士と協議し、適切に対応するものとする。 

 

 

（２）信託の終了 

・ファンドの繰上償還 

(1)委託者は、投資信託契約の一部を解約することにより、投資信託契約締結日から３年を経過

した日以降において受益権の総口数が１０億口を下回ることとなった場合には、受託者と合

意のうえ、あらかじめ、監督官庁に届け出ることにより、この投資信託契約を解約し、信託

を終了させることができます。 

(2)委託者は、この投資信託契約を解約することが受益者のため有利であると認めたとき、また

はやむを得ない事情が発生したときは、受託者と合意のうえ、この投資信託契約を解約し、

信託を終了させることができます。この場合において、委託者は、あらかじめ、解約しよう

とする旨を監督官庁に届け出ます。 

(3)委託者は、(1)、(2)の規定について、あらかじめ、解約しようとする旨を公告し、かつ、そ

の旨を記載した書面をこの投資信託契約に係る知られたる受益者に対して交付します。ただ

し、この投資信託契約に係るすべての受益者に対して書面を交付したときは、原則として公

告を行ないません。 

(4)(3)の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対して異議を

述べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。 

(5)(4)の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を超

えるときは、(1)および(2)の投資信託契約の解約をしません。 

(6)委託者は、この投資信託契約の解約をしないこととしたときは、解約しない旨およびその理

由を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付します。

ただし、全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行ないません。 

(7) (4)から(6)までの規定は、投資信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じて

いる場合であって、(4)の一定の期間が一月を下らずにその公告および書面の交付を行なう

ことが困難な場合には適用しません。 
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・委託者は、監督官庁よりこの投資信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にしたがい、

投資信託契約を解約し信託を終了させます。 

・委託者が、監督官庁より認可の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したときは、

委託者は、この投資信託契約を解約し、信託を終了させます。なお，当ファンドは、監督官庁が、

この投資信託契約に関する委託者の業務を他の投資信託委託業者に引き継ぐことを命じたときは、

この信託は、下記の「（３）投資信託約款の変更(4)」に該当する場合を除き、当該投資信託委

託業者と受託者との間において存続します。 

・受託者が辞任する場合、委託者は、下記の「（３）投資信託約款の変更」の規定にしたがい、新

受託者を選任します。委託者が新受託者を選任できないときは、委託者はこの投資信託契約を解

約し、信託を終了させます。 

 

[繰上償還を行う場合の手続きの流れ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）投資信託約款の変更 

(1)委託者は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生したときは、受

託者と合意のうえ、この投資信託約款を変更することができるものとし、あらかじめ、変更しよ

うとする旨およびその内容を監督官庁に届け出ます。 

(2)委託者は、(1)の変更事項のうち、その内容が重大なものについて、あらかじめ、変更しようと

する旨およびその内容を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面をこの投資信託約款に係る

知られたる受益者に対して交付します。ただし、この投資信託約款に係るすべての受益者に対し

て書面を交付したときは、原則として、公告を行ないません。 

(3)(2)の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対して異議を述べ

るべき旨を付記します。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。 

(4)(3)の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を超える

ときは、(1)の投資信託約款の変更をしません。 

(5)委託者は、当該投資信託約款の変更をしないこととしたときは、変更しない旨およびその理由を

公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付します。ただし、

全ての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行ないません。 

(6)委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの投資信託約款を変更しようとするときは、(2)から(5)

に記載されている規定にしたがいます。 
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[投資信託約款の重大な変更を行う場合の手続きの流れ] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）受益者の権利等 

受益者の有する主な権利は以下の通りです。なお、受益者は、その所有する受益証券の口数に応

じて、均等にファンドの受益権を保有します。 

①収益分配金の受領権 

(1)一部解約金および信託の一部解約にかかる受益証券に帰属する収益分配金は、原則として解約

の実行の請求を受付けた日の翌営業日から、委託者の指定する証券会社および登録金融機関の

営業所等において受益者に支払うものとします。ただし、委託者の自らの募集にかかる受益証

券に帰属する一部解約金および信託の一部解約にかかる当該受益証券に帰属する収益分配金に

ついての支払いは、委託者において行います。 

(2)受益者が、収益分配金について支払開始日から５年間その支払いを請求しないとき、ならびに

信託終了による償還金については、支払開始日から１０年間その支払いを請求しないときは、

その権利を失い、委託者が受託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属します。 

②償還金の受領権 

受益者は、ファンドの償還金を所有する受益証券の口数に応じて受領する権利を有します。 
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ただし、受益者が、信託終了による償還金について支払開始日から１０年間その支払いを請求し
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については、前述の「２．ご換金時 ①換金手続等」をご参照ください。 
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己の有する受益証券を、投資信託財産をもって買取るべき旨を請求することができます。 

⑤帳簿閲覧権 

受益者は、委託者に対し、その営業時間内にファンドの投資信託財産に関する帳簿書類の閲覧ま

たは謄写を請求することができます。 

 

（５）内国投資信託受益証券事務の概要 

①名義書換についての手続、取扱場所等 

当ファンドは「自動継続投資」専用ファンドのため、投資者が取得した受益証券は「大同のＭＭ

Ｆ（マネー・マネージメント・ファンド）自動継続投資約款」に基づいて大券をもって混蔵保管

されます。したがいまして、委託者は当該投資者の請求に基づく記名式の受益証券への変更を行

ないません。 

②受益者名簿の閉鎖の時期 

該当事項はありません。 

③受益者に対する特典 

該当事項はありません。 

④内国投資信託受益証券の譲渡制限の内容 

無記名式受益証券の譲渡制限はありません。 

⑤受益証券の再発行 

ａ．無記名式の受益証券を喪失した受益者が、委託者の定める手続によって公示催告による除権判

決の謄本を添え、再交付を請求したときは、無記名式の受益証券を再交付します。 

ｂ．受益証券を毀損または汚染した受益者が、委託者の定める手続によって受益証券を添え再交付

を請求したときは、受益証券を再交付します。ただし、真偽を鑑別しがたいときは、上記①の

規定を準用します。 

ｃ．受益証券を再交付するときは、委託者は受益者に対して実費を請求することができます。 

 

（６）その他 

①保管 

取得申込者は、「大同のＭＭＦ（マネー・マネージメント・ファンド）自動継続投資約款」に

従って受益証券を保管（保護預り）するものとします。受益証券は大券をもって混蔵保管されま

す。 
 

②振替機関に関する事項 

該当事項はありません。 
 

③関係法人との契約の更新等 

(1)委託者が販売会社と締結している「証券投資信託受益証券の募集・販売の取扱い等に関する契

約」の有効期間は、契約締結日以降特定の日から１年間ですが、契約満了日の３ヵ月前までに

委託者および販売会社から別段の意思表示のないときは、自動的に１年間延長され、その後も

同様とします。 

(2)(1)の契約または投資信託約款を変更した場合には、有価証券報告書等においてその内容を開示

します。 
 

④公告 

委託者が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。 
 

⑤運用に係る報告等 

委託者は「証券取引法」の規定に基づき有価証券報告書を提出します。また、「投資信託財産の

貸借対照表、損益及び剰余金計算書、附属明細表並びに運用報告書に関する規則」の規定に基づ

き運用報告書を６ヵ月毎(毎年５月および11月)に作成し、かつ知られたる受益者に交付します。 
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Ⅳ．ファンドの運用状況及び経理状況 
 

１．運用状況 
 

（１）投資状況 

資産の種類別、地域別の投資状況                                  （平成１６年６月３０日現在） 

資産の種類 国名 時価合計（百万円） 投資比率（％） 

現先取引勘定 日本 24,999 41.51 

20,986 34.85 

日本 7,249 12.04 

オランダ 5,000 8.30 

アメリカ 3,437 5.71 

イギリス 2,000 3.32 

オーストラリア 1,000 1.66 

シンガポール 1,000 1.66 

アイスランド 1,000 1.66 

社債券 

スウェーデン 300 0.50 

コール・ローン 日本 8,197 13.61 

コマーシャルペーパー 日本 5,000 8.30 

特殊債券 日本 1,004 1.67 

その他（負債差引後） 日本 33 0.06 

合計（純資産総額） － 60,219 100.00 

（注） 投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。 

（小数点以下第３位を四捨五入して算出しております。） 

 

 

（２）運用実績 

①純資産の推移 

平成１６年６月末日及び同日前１年以内における各月末及び直近２０特定計算期間末の純資産の推移は次のと

おりです。 

 純資産総額 

（分配落） 

（単位:百万円） 

１口当たりの 

純資産額（分配落） 

（単位:円） 

第６期 特定計算期間 

平成６年１１月２９日現在 
92,228 1.0000 

第７期 特定計算期間 

平成７年５月３０日現在 
96,729 1.0000 

第８期 特定計算期間 

平成７年１１月２９日現在 
112,204 1.0000 

第９期 特定計算期間 

平成８年５月３０日現在 
107,710 1.0000 

第１０期 特定計算期間 

平成８年１１月２８日現在 
114,501 1.0000 

第１１期 特定計算期間 

平成９年５月２９日現在 
132,203 1.0000 

第１２期 特定計算期間 

平成９年１１月２７日現在 
103,632 1.0000 

第１３期 特定計算期間 

平成１０年５月２８日現在 
77,165 1.0000 

第１４期 特定計算期間 

平成１０年１１月２９日現在 
62,619 1.0000 
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第１５期 特定計算期間 

平成１１年５月３０日現在 
101,969 1.0000 

第１６期 特定計算期間 

平成１１年１１月２９日現在 
123,345 1.0000 

第１７期 特定計算期間 

平成１２年５月３０日現在 
172,587 1.0000 

第１８期 特定計算期間 

平成１２年１１月２９日現在 
142,870 1.0000 

第１９期 特定計算期間 

平成１３年５月３０日現在 
183,736 1.0000 

第２０期 特定計算期間 

平成１３年１１月３０日現在 
152,101 1.0000 

第２１期 特定計算期間 

平成１４年５月３１日現在 
48,836 1.0000 

第２２期 特定計算期間 

平成１４年１１月３０日現在 
52,882 1.0000 

第２３期 特定計算期間 

平成１５年５月３１日現在 
64,877 1.0000 

第２４期 特定計算期間 

平成１５年１１月３０日現在 
62,718 1.0000 

第２５期 特定計算期間 

平成１６年５月３１日現在 
61,190 1.0000 

平成１５年６月末日現在 65,304 1.0000 

平成１５年７月末日現在 65,106 1.0000 

平成１５年８月末日現在 62,947 1.0000 

平成１５年９月末日現在 63,285 1.0000 

平成１５年１０月末日現在 63,152 1.0000 

平成１５年１１月末日現在 62,718 1.0000 

平成１５年１２月末日現在 62,227 1.0000 

平成１６年１月末日現在 61,686 1.0000 

平成１６年２月末日現在 61,784 1.0000 

平成１６年３月末日現在 61,607 1.0000 

平成１６年４月末日現在 61,817 1.0000 

平成１６年５月末日現在 61,190 1.0000 

平成１６年６月末日現在 60,219 1.0000 

（注）分配金は毎月末に再投資されるため、分配付きの純資産総額及び１口当たり純資産額は計算困難に

より、記載しておりません。 

 
 

②分配の推移 

直近２０特定計算期間の分配の推移は次のとおりです。 

 １口当たりの分配金（円） 

第６期 特定計算期間 

（平成６年５月３１日 ～ 平成６年１１月２９日） 
0.0112830 

第７期 特定計算期間 

（平成６年１１月３０日 ～ 平成７年５月３０日） 
0.0101860 

第８期 特定計算期間 

（平成７年５月３１日 ～ 平成７年１１月２９日） 
0.0049320 

第９期 特定計算期間 

（平成７年１１月３０日 ～ 平成８年５月３０日） 
0.0033220 
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第１０期 特定計算期間 

（平成８年５月３１日 ～ 平成８年１１月２８日） 
0.0032930 

第１１期 特定計算期間 

（平成８年１１月２９日 ～ 平成９年５月２９日） 
0.0031510 

第１２期 特定計算期間 

（平成９年５月３０日 ～ 平成９年１１月２７日） 
0.0035220 

第１３期 特定計算期間 

（平成９年１１月２８日 ～ 平成１０年５月２８日）
0.0043730 

第１４期 特定計算期間 

（平成１０年５月２９日 ～ 平成１０年１１月２９日）
0.0039590 

第１５期 特定計算期間 

（平成１０年１１月３０日 ～ 平成１１年５月３０日）
0.0026710 

第１６期 特定計算期間 

（平成１１年５月３１日 ～ 平成１１年１１月２９日）
0.0016500 

第１７期 特定計算期間 

（平成１１年１１月３０日 ～ 平成１２年５月３０日）
0.0014850 

第１８期 特定計算期間 

（平成１２年５月３１日 ～ 平成１２年１１月２９日）
0.0012580 

第１９期 特定計算期間 

（平成１２年１１月３０日 ～ 平成１３年５月３０日）
0.0014470 

第２０期 特定計算期間 

（平成１３年５月３１日 ～ 平成１３年１１月３０日）
0.0004920 

第２１期 特定計算期間 

（平成１３年１２月１日 ～ 平成１４年５月３１日）
0.0008490 

第２２期 特定計算期間 

（平成１４年６月１日 ～ 平成１４年１１月３０日）
0.0007360 

第２３期 特定計算期間 

（平成１４年１２月１日 ～ 平成１５年５月３１日）
0.0006200 

第２４期 特定計算期間 

（平成１５年６月１日 ～ 平成１５年１１月３０日）
0.0004280 

第２５期 特定計算期間 

（平成１５年１２月１日 ～ 平成１６年５月３１日）
0.0003480 

 

 

③収益率の推移 

直近２０特定計算期間の収益率の推移は次のとおりです。 

 
収益率

（％） 

第６期 特定計算期間 

（平成６年５月３１日 ～ 平成６年１１月２９日） 
1.13 

第７期 特定計算期間 

（平成６年１１月３０日 ～ 平成７年５月３０日） 
1.02 

第８期 特定計算期間 

（平成７年５月３１日 ～ 平成７年１１月２９日） 
0.49 

第９期 特定計算期間 

（平成７年１１月３０日 ～ 平成８年５月３０日） 
0.33 

第１０期 特定計算期間 

（平成８年５月３１日 ～ 平成８年１１月２８日） 
0.33 

第１１期 特定計算期間 

（平成８年１１月２９日 ～ 平成９年５月２９日） 
0.32 

第１２期 特定計算期間 

（平成９年５月３０日 ～ 平成９年１１月２７日） 
0.35 

第１３期 特定計算期間 

（平成９年１１月２８日 ～ 平成１０年５月２８日） 
0.44 
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第１４期 特定計算期間 

（平成１０年５月２９日 ～ 平成１０年１１月２９日）
0.40 

第１５期 特定計算期間 

（平成１０年１１月３０日 ～ 平成１１年５月３０日）
0.27 

第１６期 特定計算期間 

（平成１１年５月３１日 ～ 平成１１年１１月２９日）
0.17 

第１７期 特定計算期間 

（平成１１年１１月３０日 ～ 平成１２年５月３０日）
0.15 

第１８期 特定計算期間 

（平成１２年５月３１日 ～ 平成１２年１１月２９日）
0.13 

第１９期 特定計算期間 

（平成１２年１１月３０日 ～ 平成１３年５月３０日）
0.14 

第２０期 特定計算期間 

（平成１３年５月３１日 ～ 平成１３年１１月３０日）
0.05 

第２１期 特定計算期間 

（平成１３年１２月１日 ～ 平成１４年５月３１日） 
0.08 

第２２期 特定計算期間 

（平成１４年６月１日 ～ 平成１４年１１月３０日） 
0.07 

第２３期 特定計算期間 

（平成１４年１２月１日 ～ 平成１５年５月３１日） 
0.06 

第２４期 特定計算期間 

（平成１５年６月１日 ～ 平成１５年１１月３０日） 
0.04 

第２５期 特定計算期間 

（平成１５年１２月１日 ～ 平成１６年５月３１日） 
0.03 

（注）収益率とは、計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期間末の基準

価額（分配落の額。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除

して得た額に１００を乗じて得た数字です。（小数点以下第３位を四捨五入して算出しておりま

す。） 

 

（３）設定及び解約の実績 

直近２０特定計算期間の設定及び解約の実績は次のとおりです。 

 設定口数 解約口数 

第６期 特定計算期間 

（平成６年５月３１日 ～ 平成６年１１月２９日） 
78,308,783,948 95,441,188,621 

第７期 特定計算期間 

（平成６年１１月３０日 ～ 平成７年５月３０日） 
80,843,253,765 76,341,916,417 

第８期 特定計算期間 

（平成７年５月３１日 ～ 平成７年１１月２９日） 
96,002,632,323 80,527,540,617 

第９期 特定計算期間 

（平成７年１１月３０日 ～ 平成８年５月３０日） 
99,185,862,574 103,679,842,199 

第１０期 特定計算期間 

（平成８年５月３１日 ～ 平成８年１１月２８日） 
89,221,986,111 82,430,956,128 

第１１期 特定計算期間 

（平成８年１１月２９日 ～ 平成９年５月２９日） 
126,144,813,639 108,443,273,088 

第１２期 特定計算期間 

（平成９年５月３０日 ～ 平成９年１１月２７日） 
111,980,895,337 140,551,445,976 

第１３期 特定計算期間 

（平成９年１１月２８日 ～ 平成１０年５月２８日）
62,717,501,003 89,184,614,465 

第１４期 特定計算期間 

（平成１０年５月２９日 ～ 平成１０年１１月２９日）
57,965,952,065 72,511,967,257 

第１５期 特定計算期間 

（平成１０年１１月３０日 ～ 平成１１年５月３０日）
91,149,332,177 51,798,759,231 

第１６期 特定計算期間 

（平成１１年５月３１日 ～ 平成１１年１１月２９日）
91,984,390,608 70,609,006,290 
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第１７期 特定計算期間 

（平成１１年１１月３０日 ～ 平成１２年５月３０日）
143,483,148,923 94,240,774,088 

第１８期 特定計算期間 

（平成１２年５月３１日 ～ 平成１２年１１月２９日）
191,731,795,058 221,449,159,153 

第１９期 特定計算期間 

（平成１２年１１月３０日 ～ 平成１３年５月３０日）
235,082,295,462 194,216,236,961 

第２０期 特定計算期間 

（平成１３年５月３１日 ～ 平成１３年１１月３０日）
161,890,625,032 193,525,661,940 

第２１期 特定計算期間 

（平成１３年１２月１日 ～ 平成１４年５月３１日）
28,813,706,551 132,078,507,409 

第２２期 特定計算期間 

（平成１４年６月１日 ～ 平成１４年１１月３０日）
9,522,815,038 5,476,729,690 

第２３期 特定計算期間 

（平成１４年１２月１日 ～ 平成１５年５月３１日）
19,580,262,078 7,585,613,879 

第２４期 特定計算期間 

（平成１５年６月１日 ～ 平成１５年１１月３０日）
8,189,615,654 10,348,635,903 

第２５期 特定計算期間 

（平成１５年１２月１日 ～ 平成１６年５月３１日）
7,652,046,393 9,179,475,436 

（注）設定口数および解約口数は、全て本邦内におけるものです。 

 
 

２．ファンドの経理状況 
 

１．当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和３８年大

蔵省令第５９号）ならびに同規則第２条の２の規定により、「投資信託財産の貸借対照表、損益及び

剰余金計算書、附属明細表並びに運用報告書に関する規則」（平成１２年総理府令第１３３号）（以

下「投資信託財産計算規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、投資信託財産計算規則は、平成１６年３月２５日付内閣府令第１６号により改正されており

ますが、第２４期特定計算期間（平成１５年６月１日から平成１５年１１月３０日まで）ついては改

正前の投資信託財産計算規則に基づき作成しており、第２５期特定計算期間（平成１５年１２月１日

から平成１６年５月３１日まで）については改正後の投資信託財産計算規則に基づき作成しておりま

す。 

 また、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

 

２．当ファンドの計算期間は６ヵ月未満であるため、財務諸表は６ヵ月毎に作成しております。 

 

３．当ファンドは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、第２４期特定計算期間（平成１５年６

月１日から平成１５年１１月３０日まで）および第２５期特定計算期間（平成１５年１２月１日か

ら平成１６年５月３１日まで）の財務諸表について、新日本監査法人による監査を受けております。 

それらの監査報告書は、該当する財務諸表の直前に添付しております。 
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[１]  財務諸表 
大同のＭＭＦ（マネー・マネージメント・ファンド） 

（１）貸借対照表 

（単位 : 円） 

第２４期特定計算期間 

（平成１５年１１月３０日現在）

第２５期特定計算期間 

（平成１６年５月３１日現在）

期  別 

 

科  目 
金  額 金  額 

資産の部   

Ⅰ流動資産   

金銭信託 465,940 383,316 

コール・ローン 8,900,018,849 9,688,820,800 

特殊債券 1,403,603,188 － 

社債券 23,389,678,537 21,463,674,065 

コマーシャルペーパー 3,999,696,195 1,999,773,178 

現先取引勘定 24,996,578,500 27,996,848,000 

未収利息 18,745,689 31,358,433 

前払費用 9,599,513 9,682,606 

流動資産合計 62,718,386,411 61,190,540,398 

資産合計 62,718,386,411 61,190,540,398 

負債の部   

Ⅰ流動負債   

未払収益分配金 439,023 122,380 

未払受託者報酬 7,710 1,508 

未払委託者報酬 104,871 19,279 

その他未払費用 53,964 64,431 

流動負債合計 605,568 207,598 

負債合計 605,568 207,598 

純資産の部   

Ⅰ元本   

元本 62,717,755,012 61,190,325,969 

Ⅱ剰余金   

期末剰余金 25,831 6,831 

純資産合計 62,717,780,843 61,190,332,800 

負債・純資産合計 62,718,386,411 61,190,540,398 
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（２）損益及び剰余金計算書 

（単位 : 円） 

第２４期 特定計算期間 

（自 平成１５年 ６ 月 １ 日 

 至 平成１５年１１月３０日）

第２５期 特定計算期間 

（自 平成１５年１２月 １ 日 

至 平成１６年 ５ 月３１日）

期  別 

 

科  目 
金  額 金  額 

経常損益の部   

営業損益の部   

Ⅰ営業収益   

受取利息 47,513,134 73,964,997 

有価証券売買等損益 △10,885,612 △45,172,660 

その他収益 72,239 123,779 

営業収益合計 36,699,761 28,916,116 

Ⅱ営業費用   

受託者報酬 587,243 467,086 

委託者報酬 7,693,151 6,078,384 

その他費用 1,020,006 871,166 

営業費用合計 9,300,400 7,416,636 

営業利益 27,399,361 21,499,480 

経常利益 27,399,361 21,499,480 

当期純利益 27,399,361 21,499,480 

Ⅲ一部解約に伴う当期純利益

分配額 
－ － 

Ⅳ期首剰余金 874 25,831 

Ⅴ剰余金増加額 － － 

Ⅵ剰余金減少額 － － 

Ⅶ分配金 27,374,404 21,518,480 

Ⅷ期末剰余金 25,831 6,831 

 

 



 

－ 32 － 

 

重要な会計方針 

期  別

項  目 

第２４期 特定計算期間 

(自 平成１５年 ６ 月 １ 日 
 至 平成１５年１１月３０日) 

第２５期 特定計算期間 

(自 平成１５年１２月 １ 日 
 至 平成１６年 ５ 月３１日) 

１ 運用資産の評価基準 

及び評価方法 

国債証券、特殊債券、社債券、コマー

シャルペーパーについては、原則とし

て時価で評価しております。 

なお、満期保有目的債券については、

償却原価法により評価しております。

時価評価にあたっては、原則として、

市場価額のあるものについてはその終

値（終値のないものについてはそれに

準ずる価額）、証券取引所に上場され

ていないものについては、以下のいず

れから入手した価額で評価しておりま

す。 

①日本証券業協会発表の公社債店頭売

買参考統計値（平均値）値段 

②証券会社、銀行等の提示する価額（た

だし、売気配相場は使用しない） 

③価額情報会社の提供する価額 

なお、買付にかかる約定日から１年以

内で償還を迎える公社債等（償還日の

前年応答日が到来したものを含む。）

で価格変動性が限定的であり、償却原

価法による評価方法が合理的かつ受益

者の利害を害しないと投資信託委託業

者が判断した場合には、当該方式に

よって評価しております。 

ただし、時価と評価額に乖離が生じ、

投資信託委託業者が適正な基準価額計

算上必要と判断した場合には、速やか

に時価に評価換えを行うものとしま

す。 

国債証券、社債券、コマーシャルペー

パーについては、原則として時価で評

価しております。 

なお、満期保有目的債券については、

償却原価法により評価しております。

時価評価にあたっては、原則として、

市場価額のあるものについてはその終

値（終値のないものについてはそれに

準ずる価額）、証券取引所に上場され

ていないものについては、以下のいず

れから入手した価額で評価しておりま

す。 

①日本証券業協会発表の公社債店頭売

買参考統計値（平均値）値段 

②証券会社、銀行等の提示する価額（た

だし、売気配相場は使用しない） 

③価額情報会社の提供する価額 

なお、買付にかかる約定日から１年以

内で償還を迎える公社債等（償還日の

前年応答日が到来したものを含む。）

で価格変動性が限定的であり、償却原

価法による評価方法が合理的かつ受益

者の利害を害しないと投資信託委託業

者が判断した場合には、当該方式に

よって評価しております。 

ただし、時価と評価額に乖離が生じ、

投資信託委託業者が適正な基準価額計

算上必要と判断した場合には、速やか

に時価に評価換えを行うものとしま

す。 

２ 費用・収益の計上基準 有価証券売買等損益 

約定日基準で計上しております。 

有価証券売買等損益 

同左 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

期  別

項  目 

第２４期特定計算期間 

（平成１５年１１月３０日現在） 

第２５期特定計算期間 

（平成１６年 ５ 月３１日現在） 

信託財産に係る期首元本額、

期中追加設定元本額及び期

中一部解約元本額 

    

期首元本額 64,876,775,261 円 62,717,755,012 円 

期中追加設定元本額 8,189,615,654 円 7,652,046,393 円 

期中一部解約元本額 10,348,635,903 円 9,179,475,436 円 

 

 

（損益及び剰余金計算書関係） 

期   別

項   目 

第２４期 特定計算期間 

(自 平成１５年 ６ 月 １ 日 
 至 平成１５年１１月３０日) 

第２５期 特定計算期間 

(自 平成１５年１２月 １ 日 
 至 平成１６年 ５ 月３１日) 

１ 分配金の計算過程 日々決算を行い、原則として運用収

益（純資産総額の元本超過額）の全額

を収益分配金に充当しております。 

なお、当計算期間に係る分配対象収

益の合計は27,400,235円、分配金額の

合計額は27,374,404円であります。

日々決算を行い、原則として運用収

益（純資産総額の元本超過額）の全額

を収益分配金に充当しております。 

なお、当計算期間に係る分配対象収

益の合計は21,525,311円、分配金額の

合計額は21,518,480円であります。

（１）営業取引 （１）営業取引 

受託者報酬   587,243円 受託者報酬   467,086円 

（２）営業取引以外の取引 （２）営業取引以外の取引 

２ 受託会社との取引高 

－円 －円 

 

 

（有価証券関係） 

第２４期特定計算期間（自 平成１５年６月１日  至 平成１５年１１月３０日） 

１ 売買目的有価証券の貸借対照表計上額及び評価差額 

該当事項はありません。 

なお、売買目的有価証券のうち、償却原価法により評価しているものは、「３．時価評価されていない有

価証券」に記載しております。 

 

２ 満期保有目的債券で時価のあるもの 

（単位：円） 

区分 貸借対照表計上額 時価 差額 

時価が貸借対照表計上額を超えるもの  

社債券 3,999,812,930 4,010,000,000 10,187,070

合計 3,999,812,930 4,010,000,000 10,187,070
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３ 時価評価されていない有価証券 

売買目的有価証券 
（単位：円） 

内容 貸借対照表計上額 

社債券 19,389,865,607 

特殊債券 1,403,603,188 

コマーシャルペーパー 3,999,696,195 

合計 24,793,164,990 

 

４ 満期保有目的債券の計算期末後における償還予定額 

（単位：円） 

区分 １年以内 １年超５年以内 ５年超 

満期保有目的債券   

社債券 4,000,000,000 － － 

合計 4,000,000,000 － － 

 

 

第２５期特定計算期間（自 平成１５年１２月１日  至 平成１６年５月３１日） 

１ 売買目的有価証券の貸借対照表計上額及び評価差額 

該当事項はありません。 

なお、売買目的有価証券のうち、償却原価法により評価しているものは、「３．時価評価されていない有

価証券」に記載しております。 

 

２ 満期保有目的債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

 

３ 時価評価されていない有価証券 

売買目的有価証券 
（単位：円） 

内容 貸借対照表計上額 

社債券 21,463,674,065 

コマーシャルペーパー 1,999,773,178 

合計 23,463,447,243 

 

４ 満期保有目的債券の計算期末後における償還予定額 

該当事項はありません。 
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（デリバティブ取引関係） 

第２４期特定計算期間（自 平成１５年６月１日  至 平成１５年１１月３０日） 

該当事項はありません。 

 

第２５期特定計算期間（自 平成１５年１２月１日  至 平成１６年５月３１日） 

該当事項はありません。 

 

 

（１口当たり情報） 

期  別 

項  目 

第２４期特定計算期間 

（平成１５年１１月３０日現在）

第２５期特定計算期間 

（平成１６年５月３１日現在） 

１口当たりの純資産額 

（１万口当たりの純資産額） 

1

（10,000

円 

円）

1

（10,000

円 

円）

 

 

（３） 附属明細表 

①有価証券明細表 

ａ．株式 

該当事項はありません。 



 

－ 36 － 

 

 

ｂ．株式以外の有価証券 

（単位：円） 

種類 通貨 銘柄名 券面総額 評価金額 備考

社債券 日本円 1 明治乳業 100,000,000 100,569,378

  3 日本酸素 300,000,000 301,454,492

  7 東京ｴﾚｸﾄﾛﾝ 400,000,000 400,708,833

  16 ｱｲﾌﾙ 130,000,000 131,296,125

  17 ｱｲﾌﾙ 300,000,000 303,071,775

  30 日本鋼管 300,000,000 300,209,382

  48 ｵﾘｯｸｽ 500,000,000 504,516,725

  56 ｵﾘｯｸｽ 100,000,000 100,179,475

  1 住友銀行 1,400,000,000 1,405,882,711

  1 三和銀行 400,000,000 401,729,396

  2 広島銀行 400,000,000 403,215,219

  2 三井倉庫 100,000,000 100,609,525

  5 大林組 100,000,000 100,317,950

  1 ｼﾃｲｸﾞﾙｰﾌﾟ･ｲﾝｸ 1,100,000,000 1,107,201,080

  4 ﾒﾘﾙﾘﾝﾁ&ｶﾝﾊﾟﾆｰ 500,000,000 500,144,777

  MORGAN STANLEY 170,000,000 170,001,020

  MITSUI & CO.,ASIA0411 1,000,000,000 999,834,804

  VATTENFALL TREASURY 300,000,000 300,012,252

  EDF ENERGY PLC 2,000,000,000 2,000,000,000

  LANDSBANKI ISLANDS 1,000,000,000 1,000,000,000

  GOLDMAN SACHS GROUP INC 600,000,000 605,455,420

  CHUBU ELECTRIC POWER 1,000,000,000 1,000,000,000

  MCDONALD CORPORATION 220,000,000 221,712,700

  MITSUI&CO.INT'L BV 1,000,000,000 999,869,411

  BANK OF AMERICA 1,000,000,000 1,005,790,652

  DIAMOND LEASE COMPANY LIMITED 2,000,000,000 1,999,890,963

  GMAC INTERNATIONAL FINANCE BV 2,000,000,000 2,000,000,000

  SUNCORP METWAY0411 1,000,000,000 1,000,000,000

  VOLKSWAGEN INT FIN NV 2,000,000,000 2,000,000,000

   

社債券小計   21,420,000,000 21,463,674,065

   

   

ｺﾏｰｼｬﾙﾍﾟｰﾊﾟｰ 日本円 みずほ証券 1,000,000,000 999,848,789

  オリックス 1,000,000,000 999,924,389

   

ｺﾏｰｼｬﾙﾍﾟｰﾊﾟｰ 

小計 
  2,000,000,000 1,999,773,178

合計   23,420,000,000 23,463,447,243

 

 

②有価証券先物取引等及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

該当事項はありません。 
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[２] ファンドの現況 

（１）純資産額計算書 

平成１６年６月３０日 

Ⅰ 資産総額 60,218,725,528 円 

Ⅱ 負債総額 145,486 円 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 60,218,580,042 円 

Ⅳ 発行済数量 60,218,556,334 口 

Ⅴ １単位当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.0000 円 

 

（２）投資有価証券の主要銘柄 

①投資有価証券の主要銘柄 

投資有価証券のうち、評価額上位３０銘柄は次のとおりです。 

（平成１６年６月３０日現在） 

 国名 種類 銘  柄  名 券面総額（円）

簿価 

単価 

（円） 

簿価金額 

（円） 

時価 

単価 

（円）

時価金額 

（円） 

投資比

率（％）

ｸｰﾎﾟﾝ 

（％） 
償還日 

１ オランダ 社債券 
GMAC INTERNATIONAL 

FINANCE BV 
2,000,000,000 100.00 2,000,000,000 100.00 2,000,000,000 3.32 0.00 2005/5/11 

２ オランダ 社債券 
VOLKSWAGEN INTERNATIONAL 

FINANCE N.V. 
2,000,000,000 100.00 2,000,000,000 100.00 2,000,000,000 3.32 0.12 2004/8/12 

３ イギリス 社債券 EDF ENERGY PLC 2,000,000,000 100.00 2,000,000,000 100.00 2,000,000,000 3.32 0.14 2005/1/12 

４ 日本 
コマーシャル

ペーパー 
中国電力 2,000,000,000 － 1,999,975,342 － 1,999,975,342 3.32 0.02 2004/7/30 

５ 日本 社債券 
DIAMOND LEASE COMPANY 

LIMITED 
2,000,000,000 100.00 1,999,904,493 99.99 1,999,904,493 3.32 0.15 2005/1/28 

６ 日本 社債券 1 住友銀行 1,400,000,000 100.33 1,404,631,171 100.33 1,404,631,171 2.33 1.23 2004/10/20 

７ アメリカ 社債券 1 ｼﾃｲｸﾞﾙｰﾌﾟ･ｲﾝｸ 1,100,000,000 100.56 1,106,172,380 100.56 1,106,172,380 1.84 1.28 2004/12/28 

８ アメリカ 社債券 BANK OF AMERICA 1,000,000,000 100.49 1,004,871,512 100.48 1,004,871,512 1.67 1.25 2004/12/7 

９ 日本 特殊債券 い603 利付興業債 1,000,000,000 100.38 1,003,794,880 100.37 1,003,794,880 1.67 1.30 2004/10/27 

１０ 
オ ー ス ト

ラリア 
社債券 SUNCORP METWAY0411 1,000,000,000 100.00 1,000,000,000 100.00 1,000,000,000 1.66 0.15 2004/11/4 
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１１ 日本 社債券 CHUBU ELECTRIC POWER 1,000,000,000 100.00 1,000,000,000 100.00 1,000,000,000 1.66 0.10 2005/2/25 

１２ 
ア イ ス ラ

ンド 
社債券 LANDSBANKI ISLANDS 1,000,000,000 100.00 1,000,000,000 100.00 1,000,000,000 1.66 0.10 2004/11/2 

１３ 日本 
コマーシャル

ペーパー 
オリックス 1,000,000,000 － 999,997,260 － 999,997,260 1.66 0.02 2004/7/5 

１４ 日本 
コマーシャル

ペーパー 
オリックス 1,000,000,000 － 999,924,389 － 999,924,389 1.66 0.04 2004/7/20 

１５ オランダ 社債券 MITSUI&CO.INT'L BV 1,000,000,000 99.99 999,881,801 99.98 999,881,801 1.66 0.09 2005/4/13 

１６ 
シ ン ガ ポ

ール 
社債券 MITSUI & CO.,ASIA0411 1,000,000,000 99.99 999,864,294 99.98 999,864,294 1.66 0.10 2004/11/16 

１７ 日本 
コマーシャル

ペーパー 
みずほ証券 1,000,000,000 － 999,848,789 － 999,848,789 1.66 0.06 2004/8/11 

１８ アメリカ 社債券 GOLDMAN SACHS GROUP INC 600,000,000 100.80 604,811,080 100.80 604,811,080 1.00 1.45 2005/2/10 

１９ 日本 社債券 48 ｵﾘｯｸｽ 500,000,000 100.79 503,947,415 100.78 503,947,415 0.84 1.53 2005/1/25 

２０ アメリカ 社債券 4 ﾒﾘﾙﾘﾝﾁ&ｶﾝﾊﾟﾆｰ 500,000,000 100.00 500,024,207 100.00 500,024,207 0.83 0.38 2004/7/7 

２１ 日本 社債券 2 広島銀行 400,000,000 100.71 402,821,529 100.70 402,821,529 0.67 1.39 2005/2/1 

２２ 日本 社債券 1 三和銀行 400,000,000 100.35 401,381,216 100.34 401,381,216 0.67 1.26 2004/10/28 

２３ 日本 社債券 7 東京ｴﾚｸﾄﾛﾝ 400,000,000 100.07 400,299,903 100.07 400,299,903 0.66 1.39 2004/7/23 

２４ 日本 社債券 17 ｱｲﾌﾙ 300,000,000 100.86 302,586,765 100.86 302,586,765 0.50 2.30 2004/12/8 

２５ 日本 社債券 3 日本酸素 300,000,000 100.37 301,110,932 100.37 301,110,932 0.50 1.53 2004/10/6 

２６ 
ス ウ ェ ー

デン 
社債券 VATTENFALL TREASURY 300,000,000 100.00 300,009,192 100.00 300,009,192 0.50 0.00 2004/9/29 

２７ アメリカ 社債券 MCDONALD CORPORATION 220,000,000 100.70 221,529,910 100.69 221,529,910 0.37 1.25 2005/3/9 

２８ 日本 社債券 16 ｱｲﾌﾙ 130,000,000 100.84 131,085,975 100.83 131,085,975 0.22 2.30 2004/12/3 

２９ 日本 社債券 2 三井倉庫 100,000,000 100.45 100,447,735 100.44 100,447,735 0.17 2.13 2004/9/22 

３０ 日本 社債券 1 明治乳業 100,000,000 100.43 100,433,838 100.43 100,433,838 0.17 1.80 2004/10/5 

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する各銘柄の評価額比率です。 
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②投資有価証券の種類別比率 

（平成１６年６月３０日現在） 

種類 投 資 比 率（％） 

社債券 34.85 

コマーシャルペーパー 8.30 

特殊債券 1.67 

合計 44.82 

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する各種類の評価額比率です。 

 

（３）投資不動産物件 

該当事項はありません。 

 

（４）その他投資資産の主要なもの 

（平成１６年６月３０日現在） 

資産の種類 国名 銘 柄 名 券面総額（円） 評価金額（円） 投資比率（％）

コ－ル・ロ－ン 日本 － － 8,196,752,646 13.61 

現先取引 日本 282 政府短期証券 13,000,000,000 12,999,818,000 21.59 

現先取引 日本 284 政府短期証券 2,000,000,000 1,999,958,000 3.32 

現先取引 日本 289 政府短期証券 10,000,000,000 9,999,680,000 16.60 

（注）１ 取得価額で評価しております。 

２ 投資比率は、ファンドの純資産総額に対する評価額比率です。 
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Ⅴ．その他 

 
１．委託会社の概況 

 

ａ．資本金 

平成１６年７月末日現在  １１億円 

 

ｂ．会社の沿革 

昭和５５年１２月１９日 第一投信株式会社設立 

同年１２月２６日「証券投資信託法」（当時）に基づく免許取得 

平成  ９年１２月  １日 社名を長期信用投信株式会社に変更 

平成１１年  ２月２５日 大同生命保険相互会社（現：大同生命保険株式会社）の傘下に入る 

平成１１年  ４月  １日 社名を大同ライフ投信株式会社に変更 

平成１４年 １月２４日 投資顧問業者の登録 

平成１４年 ６月１１日 投資一任契約に係る業務の認可 

平成１４年  ７月  １日 ティ・アンド・ディ太陽大同投資顧問株式会社と合併、「ティ・ア

ンド・ディ・アセットマネジメント株式会社」に社名を変更 

 

ｃ．大株主の状況 

平成１６年７月末日現在 

株主名 住所 所有株数 所有比率 

太陽生命保険株式会社 東京都中央区日本橋二丁目１１番２号 379,800株 35.09％

大同生命保険株式会社 大阪府大阪市西区江戸堀一丁目２番１号 346,000株 31.96％

株式会社大同マネジメントサービス 東京都中央区日本橋三丁目２番９号 153,000株 14.13％

東陽保険代行株式会社 東京都千代田区岩本町二丁目４番３号 68,950株 6.37％

太陽信用保証株式会社 東京都中央区日本橋二丁目１１番２号 55,050株 5.09％

 
２．目論見書の記載事項等 
 

①目論見書の表紙に図案を使用し、ファンドの形態、委託会社の名称などを記載します。 

②届出書本文「第一部 証券情報」、「第二部  ファンド情報」の主要内容を要約し、「目論見書の概

要」として、目論見書の冒頭に記載します。「目論見書の概要」には、届出書本文「第二部 ファン

ド情報」中「第１ ファンドの状況 ５ 運用状況」および「第２ ファンドの経理状況 ２ ファンド

の現況」の情報の一部をグラフ化したものを含むことがあります。 

③目論見書の巻末に、当ファンドの投資信託約款の全文を掲載します。 

④目論見書の巻末に、用語解説等を掲載します。 

⑤目論見書は電子媒体、インターネット等に掲載することがあります。 

⑥要約目論見書を使用します。 

要約目論見書を「特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令」第１２条第１項第２号で準用

される第１２条第１項第1号ロに規定する書類として以下にしたがい使用します。ただし、要約目

論見書については、当ファンドの効力発生前においては、その使用は行わないこととし、効力発

生後にその効力発生日を記載して使用するものとします。 

ａ．要約目論見書は、チラシ、ポスター、パンフレット、ダイレクトメール（はがき、封書用）と

して使用する他、放送、新聞、雑誌、インターネット、電子媒体および書籍等に掲載すること

があります。 

ｂ．要約目論見書は、使用形態によってレイアウト、用紙および印刷の色、デザイン等が変更され

ることがあります。また写真、イラスト、キャッチコピーおよび社名ロゴマークを付加して使



－  － 
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用することがあります。 

ｃ．運用実績として基準価額および分配実績の推移、純資産の推移、年率換算利回り、銘柄構成、

騰落率等を数値またはグラフにて表示することがあります。（データは適時更新します。） 

⑦当ファンドのファンド名として「ＭＭＦ」という略称を用いることがあります。 

 



 
 

  

 

 

 
運 用 の 基 本 方 針 

 
約款第 16 条の規定に基づき、委託者が別に定める運用の基本方針は次のものとします。 
 
1. 基 本 方 針 
     この投資信託は、内外の公社債を中心に投資し、安定した収益の確保をめざして安定運用を行ないます。 
 
2. 運 用 方 法 
  (1)  投 資 対 象 
     内外の公社債を主要投資対象とします。 

  (2)  投 資 態 度 
     内外の公社債を中心に投資し、安定した収益の確保を図ります。 
  なお、有価証券等の価格変動リスクおよび為替変動リスクを回避するため、国内において行なわれる有価証
券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引、通貨にかかる先物取引、通貨にかかる選択
権取引、金利にかかる先物取引および金利にかかるオプション取引ならびに外国の市場において行なわれる有
価証券先物取引、有価証券指数等先物取引、有価証券オプション取引、通貨にかかる先物取引、通貨にかかる
先物オプション取引、金利にかかる先物取引および金利にかかるオプション取引と類似の取引（以下｢有価証券
先物取引等｣といいます。）を行なうことができます。 

  (3)  投 資 制 限 
① 同一銘柄の転換社債ならびに新株予約権付社債のうち商法第 341 条ノ 3 第 1 項第 7 号および第 8 号の定め
があるものへの投資は、信託財産の純資産総額の 10％以下とします。 

② 外貨建資産への投資割合には、制限を設けません。 
③ 有価証券先物取引等は、約款第 18 条の範囲内で行ないます。 

 
3. 収 益 分 配 方 針  
       収益分配は、原則として、信託財産から生ずる利益の全額を毎日分配します。 
 
 

追加型証券投資信託〔大同の MMF（マネー・マネージメント・ファンド）〕約款 
 
（信託の種類、委託者および受託者） 
第 1 条 この信託は、証券投資信託であり、ティ・アンド・ディ・アセットマネジメント株式会社を委託者とし、

三井アセット信託銀行株式会社を受託者とします｡ 
（信託事務の委託） 
第 1 条の 2  受託者は、信託事務の処理の一部について、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律第１条第１項の

規定による信託業務の兼営の認可を受けた一の金融機関と信託契約を締結し、これを委託することができま
す。 

（信託の目的および金額） 
第 2 条 委託者は、金 1,000 万円を受益者のために利殖の目的をもって信託し、受託者はこれを引き受けます。 
（信託金の限度額） 
第 3 条 委託者は、受託者と合意のうえ、金 5,000 億円を限度として信託金を追加することができるものとし、追

加信託を行なったときは、受託者はその引き受けを証する書面を委託者に交付するものとします。 
② 委託者は、受託者と合意のうえ、前項の限度額を変更することができます。 

（信託期間） 
第 4 条 この信託の期間は、この契約締結の日から第 41 条第 7 項、第 42 条、第 43 条、第 44 条第 1 項および第 46

条第 2 項の規定による信託終了の日までとします。 
（受益証券の取得申込みの勧誘の種類） 
第 4 条の 2  この信託にかかる受益証券の取得申込みの勧誘は、投資信託及び投資法人に関する法律第 2条第 13 項で

定める公募により行われます。 
（当初の受益者） 
第 5 条 この信託契約締結当初および追加信託当初の受益者は、委託者の指定する受益証券取得申込者とし、第 6

条の規定により分割された受益権は、その取得申込口数に応じて、取得申込者に帰属します。 
（受益権の分割） 
第 6 条 委託者は、第 2条に規定する信託によって生じた受益権を 1,000 万口に、追加信託によって生じた受益権

については、これを追加信託のつど第 7条第 1 項の追加口数にそれぞれ均等に分割します。 
（追加信託金および、基準価額の計算方法） 
第 7 条 追加信託金は、追加信託を行なう日の前日の基準価額に当該追加に係る受益権の口数を乗じた額とします。 

② 追加信託は、原則として追加信託を行なう日の前日の基準価額が当初設定時の 1口の元本価額と同額の場

追加型証券投資信託 大同のＭＭＦ（マネー・マネージメント・ファンド） 

約 款



 
 

  

合に、これを行なうことができます。 
③ この約款において基準価額とは、信託財産に属する資産を法令および社団法人投資信託協会規則に従って
時価評価又は一部償却原価法により評価して得た信託財産の資産総額から負債総額を控除した金額（以下
「純資産総額」といいます。）を、計算日における受益権総口数で除した金額をいいます。 

（信託日時の異なる受益権の内容） 
第 8 条 この信託の受益権は、信託の日時を異にすることにより差異を生じることはありません。 
（受益証券の発行および種類） 
第 9 条 委託者は、第 6条の規定により分割された受益権を表示する無記名式の受益証券を発行します。 

② 委託者は、1口の整数倍の口数を表示した受益証券を発行します。 
③ 前項の規定により発行された受益証券は、別に定める大同のＭＭＦ（マネー・マネージメント･ファンド）
自動継続投資約款にしたがって取得申込者が結んだ契約または第３７条の２（混蔵保管および返還請求の取
扱い）の規定に基づいて大券をもって混蔵保管されるため、委託者は受益者の請求に基づく記名式の受益証
券への変更を行ないません。 

（受益証券の発行についての受託者の認証） 
第 10 条 委託者は、受益証券を発行するときは、その発行する受益証券がこの信託約款に適合する旨の受託者の認

証を受けなければなりません。 
② 前項の認証は、受託者の代表取締役が、その旨を受益証券に記載し記名捺印することによって行ないます。 

（受益証券の取得単位および価額） 
第 11 条 委託者は、第 9 条の規定により発行される受益証券の取得申込者に対し、1 口の整数倍をもって当該受益

証券の取得の申込に応じることができます。なお、この場合における 1 口当りの取得価額は、次に掲げる基
準価額とします。ただし、取得申込金を申込日の午後零時以前に受領しようとする場合において、申込日の
前日の基準価額が当初設定時の 1口の元本価額を下回っているときは、取得の申込に応じないものとします。 
1. 委託者が取得申込受付日の午後零時以前に取得申込金を受領した場合………取得申込受付日の前日の
基準価額 
2. 委託者が取得申込受付日の午後零時を過ぎて取得申込金を受領した場合………取得申込受付日の翌営
業日の前日の基準価額 

② 委託者の指定する証券会社（証券取引法第 2条第 9 項に規定する証券会社をいい、外国証券業者に関する
法律第 2条第 2 号に規定する外国証券会社を含みます。以下同じ。）および登録金融機関（証券取引法第 65
条の 2 第 3 項に規定する登録金融機関をいいます。以下同じ。）は、この信託契約締結日の翌営業日以降、
別に定める大同の MMF（マネー・マネージメント・ファンド）自動継続投資約款にしたがって契約（以下「別
に定める契約」といいます。）を結んだ取得申込者に対し、1 口の整数倍をもって第 9 条の規定により発行
される受益証券の取得の申込に応ずることができるものとします。なお、この場合における 1口当りの取得
価額は、次に掲げる基準価額とします。ただし、取得申込金を申込日の午後零時以前に受領しようとする場
合において、申込日の前日の基準価額が当初設定時の 1口の元本価額を下回っているときは、取得の申込に
応じないものとします。 
1. 委託者の指定する証券会社および登録金融機関が取得申込受付日の午後零時以前に取得申込金を受領
した場合………取得申込受付日の前日の基準価額 
2. 委託者の指定する証券会社および登録金融機関が取得申込受付日の午後零時を過ぎて取得申込金を受
領した場合………取得申込受付日の翌営業日の前日の基準価額 

③ 第 1 項第 2 号または前項第 2号の場合において、当該基準価額が当初設定時の 1口の元本価額を下回った
ときは、当該取得の申込は、同号の規定にかかわらず、取得申込受付日の翌営業日以降、最初に、追加信託
にかかる基準価額が当初設定時の1口の元本価額と同額になった計算日の基準価額による取得の申込とみな
します。 

（受益証券の再交付） 
第 12 条 委託者は、受益証券を喪失した受益者が、委託者の定める手続きによって公示催告による除権判決の謄本

を添え、再交付を請求したときは、無記名式の受益証券を再交付します。 
（受益証券を毀損した場合等の再交付） 
第 13 条 委託者は、受益証券を毀損または汚染した受益者が、委託者の定める手続によって受益証券を添え再交付

を請求したときは、受益証券を再交付します。ただし、真偽を鑑別しがたいときは、前条の規定を準用しま
す。 

（受益証券の再交付の費用） 
第 14 条 委託者は、受益証券を再交付するときは、当該受益者に対して実費を請求することができます。 
（投資の対象とする資産の種類） 
第 14 条の 2 この信託において投資の対象とする資産の種類は、次に掲げるものとします。 
1．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第 2条第 1 項で定めるものをい
います。以下同じ。） 
イ．有価証券 
ロ．有価証券指数等先物取引に係る権利 
ハ．有価証券オプション取引に係る権利 
ニ．外国市場証券先物取引に係る権利 
ホ．有価証券店頭オプション取引に係る権利 
ヘ．金銭債権 
ト．約束手形（証券取引法第 2条第 1 項第 8 号に掲げるものを除きます。） 



 
 

  

チ．金融先物取引等に係る権利 
リ．金銭、有価証券または金銭債権を信託する信託（信託財産を主として前各号に掲げる資産に対する投資と
して運用することを目的とする場合に限ります。）の受益権 

2．次に掲げる特定資産以外の資産 
イ．為替手形 

（運用の指図範囲） 
第 15 条 委託者は、信託金を、主として次の有価証券に投資することを指図します。ただし、私募により発行され

た有価証券（短期社債等を除きます。）に投資することを指図しません。 
1. 国債証券 
2. 地方債証券 
3. 特別の法律により法人の発行する債券 
4. 社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券を除きます。新株予約権付社債
については、商法第 341 条ノ 3 第 1 項第 7 号および第 8号の定めがあるものに限ります。） 
5. コマーシャル･ペーパー 
6. 外国または外国法人の発行する証券で、前各号の証券の性質を有するもの 
7. 外国法人の発行する証券または証書で、銀行業を営む者その他の金銭の貸付けを業として行なう者の貸
付債権を信託する信託の受益権またはこれに類する権利を表示するもの（以下「外国貸付債権信託受益証
券」といいます。） 
8. 外国法人が発行する譲渡性預金証書 
9. 銀行、信託会社その他政令で定める金融機関または主として住宅の取得に必要な長期資金の貸付けを業
として行なう者の貸付債権を信託する信託の受益権および外国法人に対する権利で同様の権利の性質を
有するもの（以下「貸付債権信託受益権」といいます。） 
  なお、第 1号から第４号までの証券および第６号の証券のうち第 1号から第４号までの証券の性質を有
するものを以下「公社債」といいます。 

② 委託者は、信託金を、前項に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品により運用することを指図する
ことができます。 
1. 預金 
2. 指定金銭信託 
3. コール･ローン 
4. 手形割引市場において売買される手形 

③ 第 1 項の規定にかかわらず、この信託の設定、解約、償還、投資環境の変化等、委託者が運用上必要と認
めるときには、委託者は、信託金を、前項第 1号から第 4号までに掲げる金融商品により運用することの指
図ができます。 

（運用の基本方針） 
第 16 条 委託者は、信託財産の運用にあたっては、別に定める運用の基本方針にしたがって、その指図を行ないま

す。 
第 17 条 （削除） 
（先物取引等の運用指図・目的･範囲） 
第 18 条 委託者は、信託財産が運用対象とする有価証券の価格変動リスクを回避するため、わが国の証券取引所に

おける有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引および有価証券オプション取引ならびに外国の市場にお
けるこれらの取引と類似の取引を次の範囲で行なうことの指図をすることができます。なお、選択権取引は
オプション取引に含めて取り扱うものとします（以下同じ。）。 
1. 先物取引の売建およびコール・オプションの売付の指図は、建玉の合計額が、ヘッジの対象とする有価
証券（以下「ヘッジ対象有価証券」といいます。）の時価総額の範囲内とします。 
2. 先物取引の買建およびプット・オプションの売付の指図は、建玉の合計額が、ヘッジ対象有価証券の組
入可能額（組入ヘッジ対象有価証券を差し引いた額）に信託財産が限月までに受取る組入公社債および組
入外国貸付債権信託受益証券ならびに組入貸付債権信託受益権の利払金および償還金を加えた額を限度
とし、かつ信託財産が限月までに受取る組入有価証券にかかる利払金および償還金等ならびに第 15 条第 2
項第 1 号から第 4号に掲げる金融商品で運用している額の範囲内とします。 
3. コール･オプションおよびプット・オプションの買付の指図は、本条で規定する全オプション取引にか
かる支払いプレミアム額の合計額が取引時点の信託財産の純資産総額の 5％を上回らない範囲内とします。 

② 委託者は、信託財産に属する資産の為替変動リスクを回避するため、わが国の取引所における通貨にかか
る先物取引ならびに外国の市場における通貨にかかる先物取引およびオプション取引を次の範囲で行なう
ことの指図をすることができます。 
1. 先物取引の売建およびコール・オプションの売付の指図は、建玉の合計額が、為替の売予約と合わせて、
ヘッジ対象とする外貨建資産〔外国通貨表示の有価証券（以下「外貨建有価証券」といいます。）、預金
その他の資産をいいます。以下同じ。〕の時価総額の範囲内とします。 
2. 先物取引の買建およびプット・オプションの売付の指図は、建玉の合計額が、為替の買予約と合わせて、
外貨建有価証券の買付代金等実需の範囲内とします。 
3. コール･オプションおよびプット・オプションの買付の指図は、支払いプレミアム額の合計額が取引時
点の保有外貨建資産の時価総額の 5％を上回らない範囲内とし、かつ本条で規定する全オプション取引に
かかる支払いプレミアム額の合計額が取引時点の信託財産の純資産総額の 5％を上回らない範囲内としま
す。 



 
 

  

③ 委託者は、信託財産に属する資産の価格変動リスクを回避するため、わが国の取引所における金利にかか
る先物取引およびオプション取引ならびに外国の市場におけるこれらの取引と類似の取引を次の範囲で行
なうことの指図をすることができます。 
1. 先物取引の売建およびコール・オプションの売付の指図は、建玉の合計額が、ヘッジの対象とする金利
商品（信託財産が 1 年以内に受取る組入有価証券の利払金および償還金等ならびに第 15 条第 2 項第 1 号
から第 4号に掲げる金利商品で運用されているものをいい、以下「ヘッジ対象有価証券」といいます。）
の時価総額の範囲内とします。 
2. 先物取引の買建およびプット・オプションの売付の指図は、建玉の合計額が、信託財産が限月までに受
取る組入有価証券にかかる利払金および償還金等ならびに第 15 条第 2 項第 1 号から第 4 号に掲げる金利
商品で運用している額（以下本号において「金融商品運用額等」といいます。）の範囲内とします。ただ
し、ヘッジ対象金利商品が外貨建で、信託財産の外貨建資産組入可能額（約款上の組入可能額から保有外
貨建資産の時価総額を差し引いた額。以下同じ。）に信託財産が限月までに受取る外貨建組入公社債およ
び組入外国貸付債権信託受益証券ならびに外貨建組入貸付債権信託受益権の利払金および償還金を加え
た額が当該金融商品運用額等の額より少ない場合には外貨建資産組入可能額に信託財産が限月までに受
取る外貨建組入有価証券にかかる利払金および償還金等を加えた額を限度とします。 
3. コール･オプションおよびプット・オプションの買付の指図は、支払いプレミアム額の合計額が取引時
点のヘッジ対象金利商品の時価総額の５％を上回らない範囲とし、かつ本条で規定する全オプション取引
にかかる支払いプレミアム額の合計額が取引時点の信託財産の純資産総額の 5％を上回らない範囲内とし
ます。 

（同一銘柄の転換社債等への投資制限） 
第 19 条 委託者は、信託財産に属する同一銘柄の転換社債ならびに新株引受権付社債のうち商法第 341 条の 3 第 1

項第 7 号および第 8号の定めがあるものの時価総額が、信託財産の純資産総額の 100 分の 10 を超えることと
なる投資の指図をしません。 

（特別の場合の外貨建有価証券への投資制限） 
第 20 条 外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認められる場合には、

制約されることがあります。 
（外国為替予約の指図） 
第 21 条 委託者は、信託財産に属する外貨建資産について、当該外貨建資産の為替ヘッジのため、外国為替の予約

を指図することができます。 
（外貨建資産の円換算および予約為替の評価） 
第 22 条 信託財産に属する外貨建資産の円換算は、原則として、わが国における計算日の対顧客電信売買相場の仲

値によって計算します。 
② 前条に規定する予約為替の評価は、原則として、わが国における計算日の対顧客先物売買相場の仲値によ
って計算します。 

（保管業務の委任） 
第 23 条 受託者は、委託者と協議のうえ、信託財産に属する資産を外国で保管する場合には、その業務を行なうに

充分な能力を有すると認められる金融機関と保管契約を締結し、これを委任することができます。         
（有価証券の保管） 
第 23 条の 2 受託者は、信託財産に属する有価証券を、法令等に基づき、保管振替機関等に預託し保管させることが

できます。 
（混蔵保管） 
第 24 条 金融機関または証券会社から、売買代金および償還金等について円貨で約定し円貨で決済する取引により

取得した外国において発行された譲渡性預金証書またはコマーシャル･ペーパーは、当該金融機関または証券
会社が保管契約を締結した保管機関に当該金融機関または証券会社の名義で混蔵保管できるものとします。 

第 25 条 （削除） 
（信託財産の表示および記載の省略） 
第 26 条 信託財産に属する有価証券については、委託者または受託者が必要と認める場合のほか、信託の表示およ

び記載をしません。 
（有価証券売却等の指図） 
第 27 条 委託者は、信託財産に属する有価証券の売却等の指図ができます。 
（再投資の指図） 
第 28 条 委託者は、前条の規定による売却代金、有価証券にかかる償還金等、有価証券等にかかる利子等およびそ

の他の収入金を再投資することの指図ができます。 
（損益の帰属） 
第 29 条 委託者の指図に基づく行為により信託財産に生じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。 
（受託者による資金の立替え） 
第 30 条 信託財産に属する有価証券について、借替がある場合で、委託者の申出があるときは、受託者は、資金の

立替えをすることができます。 
② 信託財産に属する有価証券にかかる償還金等、有価証券等にかかる利子等およびその他の未収入金で、信
託終了日までにその金額を見積りうるものがあるときは、受託者がこれを立替えて信託財産に繰り入れるこ
とができます。 

③ 前 2 項の立替金の決済および利息については、受託者と委託者との協議によりそのつど別にこれを定めま
す。 



 
 

  

（信託の計算期間） 
第 31 条 この信託の計算期間は、信託期間中の各１日とします。 
（信託財産に関する報告） 
第 32 条 受託者は、毎計算期末に損益計算を行ない、信託財産に関する報告書を作成して、これを委託者に提出し

ます。 
② 受託者は、信託終了のときに最終計算を行ない、信託財産に関する報告書を作成して、これを委託者に提
出します。 

③ （削 除） 
（信託事務の諸費用） 
第 33 条 信託財産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用および受託者の立替えた立替金の利息は、受益者

の負担とし、信託財産中から支弁します。 
② 信託財産の財務諸表にかかる監査報酬は、第 31 条に規定する計算期間を通じて毎日、信託財産の純資産
総額に 0.0005％を乗じて得た額とし、毎月最終営業日または信託終了のとき、当該消費税等とともに信託財
産中から支弁します。 

（信託報酬の総額および支弁の時期） 
第 34 条 委託者および受託者の信託報酬の総額は、信託元本の額に、年 10,000 分の 50.71 以内の率で次に掲げる

率（以下「信託報酬率」といいます。）を乗じて得た額とし、毎計算期末に計上します。平成１１年９月２
７日以降の各週の最初の営業日（委託者の営業日をいいます。以下同じ。）から翌週以降の最初の営業日の
前日までの毎計算期間にかかる信託報酬率は、当該各週の最初の営業日の前日までの 7日間の元本 1万口当
たりの収益分配金合計額の年換算収益分配率に応じて次の通りになります。 
1. 年換算収益分配率が 6％未満の場合は、信託元本の額に対し年 10,000 分の 35.57 以内の率とします。た
だし、当該率が年10,000分の35.75以下の場合の信託報酬率は当該年換算収益分配率以内の率とします。 

2. 年換算収益分配率が 6％以上 8％未満の場合は、信託元本の額に対し年 10,000 分の 40.56 以内の率とし
ます。 

3. 年換算収益分配率が 8％以上の場合は、信託元本の額に対し年 10,000 分の 50.71 以内の率とします。 
② 前項の信託報酬は、毎月の最終営業日または信託終了のとき信託財産中から支弁し、委託者および受託者
間の配分は別に定めます。 

（収益の分配） 
第 35 条 信託財産から生ずる利益（第 1号に掲げる収益等の合計額が第 2号に掲げる経費等の合計額を超える場合

の当該差額をいいます。）は、その全額を毎計算期末に当該日の受益者への収益分配金として信託財産に計
上します。ただし、計算期末において損失（第 1号の合計額が第 2号の合計額に満たない場合の当該差額を
いいます。）を生じた場合は、当該損失額を繰越欠損金として次期に繰越すものとします。 
1. 毎計算期間における利子またはこれに類する収益、売買・償還等による利益、評価益、解約差益金およ
びその他収益金 
2. 毎計算期における信託報酬、売買・償還等による損失評価損、繰越欠損金補てん額およびその他費用 

（一部解約金および追加信託金の計理処理） 
第 36 条 信託の一部解約金（第 41 条第 2 項の解約の価額に当該解約口数を乗じて得た額、以下、「一部解約金」

といいます。）が当該一部解約にかかる元本を下回った場合は、当該差額を解約差益金として処理します。
なお、追加信託金にあっては、全額を元本として処理するものとします。         

（収益分配金の再投資） 
第 37 条 委託者は、原則として、前月の最終営業日（この信託の契約締結日を含む月については契約締結日）から

当月の最終営業日の前日までの各計算期間にかかる収益分配金で、当月の最終営業日の前日現在の受益証券
に帰属する収益分配金（委託者の自らの募集にかかる受益証券に帰属する収益分配金を除きます。）を、当
月の最終営業日に委託者の指定する証券会社および登録金融機関に交付します 

② 委託者の指定する証券会社および登録金融機関は、別に定める契約に基づき、各受益者ごとに前項の収益
分配金の再投資にかかる受益証券の取得の申込に応じたものとします。なお、この場合における 1口当りの
取得価額は、当月の最終営業日の前日の基準価額とします。 

③ 委託者は、前月の最終営業日から当月の最終営業日の前日までの各計算期間にかかる収益分配金で、当月
の最終営業日の前日現在の受益証券に帰属する収益分配金のうち、委託者の自らの募集にかかる受益証券に
帰属する収益分配金を、この信託の受益証券の取得申込金として、各受益者ごとに当該収益分配金の再投資
にかかる受益証券の取得の申込に応じたものとします。なお、この場合における 1口当りの取得価額は、当
月の最終営業日の前日の基準価額とします。 

④ 前 2 項の規定にかかわらず、委託者または委託者の指定する証券会社および登録金融機関は、当月の最終
営業日の前日の基準価額が、当初設定時の 1口の元本価額を下回ったときは、当該取得の申込を、当月の最
終営業日以降、最初に、追加信託にかかる基準価額が当初設定時の 1口の元本価額と同額になった計算日の
基準価額による取得の申込とみなします。 

⑤ 第 41 条第 2 項により信託の一部解約が行なわれた場合に、当該受益証券に帰属する収益分配金があると
きは、前 3項の規定にかかわらず、そのつど受益者に支払います。 

（混蔵保管および返還請求の取扱い） 
 第 37 条の 2  委託者は、自らの募集にかかる第 9 条の規定により発行される受益証券を保護預り会社と受益者との

保護預り契約に基づいて、保護預り会社において大券をもって混蔵保管するものとします。 
② 委託者は、受益者から自己の有する前項の受益証券について返還請求があったときは、当該受益者から第
41 条に規定する信託契約の一部解約の実行の請求があったものとみなします。 



 
 

  

③ 委託者の指定する証券会社および登録金融機関は、当該証券会社および登録金融機関の募集にかかる第 9
条の規定により発行される受益証券の混蔵保管および返還請求等の取扱いについては、別に定める契約によ
るものとします。 

（一部解約金、収益分配金および償還金の支払い） 
第 38 条 一部解約金および信託の一部解約にかかる受益証券に帰属する収益分配金は、原則として、解約の実行の

請求を受付けた日の翌営業日から、委託者の指定する証券会社および登録金融機関の営業所等において受益
者に支払うものとします。ただし、委託者の自らの募集にかかる受益証券に帰属する一部解約金および信託
の一部解約にかかる当該受益証券に帰属する収益分配金についての支払いは、委託者において行います。 

② 償還金（信託終了時における信託財産の純資産総額を受益権口数で除した金額をいいます。以下同じ。）
および償還に係る受益証券に帰属する収益分配金は、信託終了日後１ヵ月以内の委託者の指定する日から委
託者の指定する証券会社および登録金融機関の営業所等において受益者に支払うものとします。ただし、委
託者の自らの募集にかかる受益証券に帰属する償還金および償還にかかる当該受益証券に帰属する収益分
配金についての支払いは、委託者において行います。 

（収益分配金、償還金および一部解約金の委託者への交付と支払いに関する受託者の免責） 
第 39 条 受託者は、第 37 条第 1 項および第 3 項に規定する収益分配金については、同条第 1 項および第 3 項中の

当月の最終営業日に、第 38 条第 1 項に規定する一部解約金および一部解約にかかる受益証券に帰属する収益
分配金については、委託者または委託者の指定する証券会社および登録金融機関が受益者に支払いを行なう
日に、第 38 条第 2 項に規定する償還金および償還にかかる受益証券に帰属する収益分配金については、同条
第 2項中の支払開始日前に、委託者に交付します。 

② 前項の規定により委託者に収益分配金、一部解約金および償還金を交付した後は、受託者は受益者に対す
る支払いにつきその責に任じないものとします。 

（収益分配金および償還金の時効） 
第 40 条 受益者が、第 38 条第 1 項および第 2 項に規定する収益分配金について当該各条項に規定する支払開始日

から 5 年間その支払いを請求しないとき、第 41 条第 7 項、第 42 条、第 43 条、第 44 条第 1 項および第 46
条第 2 項に規定する信託終了による償還金について、第 38 条第 2 項に規定する支払開始日から１０年間その
支払いを請求しないときは、その権利を失い、委託者が受託者から交付を受けた金銭は、委託者に帰属しま
す。 

（信託契約の一部解約および残存受益権口数の減少による全部解約） 
第 41 条 受益者は、自己の有する受益証券につき、委託者に解約の実行を請求することができます。 

② 委託者は、前項の請求があった場合には、信託契約の一部を解約します。この場合における一部解約の価
額は、当該請求受付日の翌営業日の前日の基準価額とします。 

③ 委託者または委託者の指定する証券会社および登録金融機関が、第 9条の規定による受益証券の発行の日
から当該請求受付日の翌営業日の前日までの日数が３０日に満たない受益証券について第1項の請求を受付
けた場合には、当該解約口数に応じ 1 万口につき 10 円の信託財産留保額を当該請求にかかる受益者の負担
とし、原則として当該請求受付日の翌営業日に、第 38 条第 1 項に規定する一部解約金中から徴し、信託財
産に対し返戻するものとします。この場合において収益分配金の再投資にかかる受益証券については、当該
収益分配金を生ずる基礎となった受益証券の発行された日に発行されたものとみなします。 

④ 受益者が、第 1項の請求をするときは、委託者または委託者の指定する証券会社および登録金融機関に対
し、受益証券をもって行なうものとします。 

⑤ 委託者は、証券取引所における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情があるときは、
第 1項による請求の受付を中止することができるものとします。 

⑥ 前項により一部解約の実行の請求の受付が中止された場合には、受益者は当該受付中止以前に行なった当
日の一部解約の実行の請求を撤回できます。ただし、受益者がその一部解約の実行の請求を撤回しない場合
には、当該証券の一部解約の価額は、当該受付中止を解除した後の最初の基準価額の計算日に一部解約の実
行の請求を受付けたものとして当該基準価額の計算日の翌営業日の前日の基準価額とします｡ 

⑦ 委託者は、信託契約の一部を解約することにより、信託契約締結日から 3年を経過した日以降において受
益権の総口数が 10 億口を下回ることとなった場合には、受託者と合意のうえ、あらかじめ、監督官庁に届
け出ることにより、この信託契約を解約し、信託を終了させることができます。 

⑧ 委託者は、前項の規定により、信託契約を終了させようとする場合には、あらかじめ、これを公告し、か
つ知られたる受益者に対して書面を交付します。ただし、すべての受益者に対し書面を交付したときは、原
則として公告を行いません。 

⑨ 前項の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対して異議を述べるべき旨
を付記します。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。 

⑩ 前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を超えるときは、
第 7項の信託契約の解約をしません。 

⑪ 委託者は、この信託契約の解約をしないこととしたときは、解約しない旨およびその理由を公告し、かつ、
これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付します。ただし、全ての受益者に対して書面
を交付したときは、原則として、公告を行いません。 

（信託契約の解約） 
第 42 条 委託者は、この信託契約を解約することが受益者のため有利であると認めたとき、またはやむを得ない事

情が発生したときは、受託者と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を終了させることができます。こ
の場合において、委託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届け出ます。 

② 委託者は、前項の事項について、あらかじめ、解約しようとする旨を公告し、かつ、その旨を記載した書



 
 

  

面をこの信託契約に係る知られたる受益者に対して交付します。ただし、この信託契約に係るすべての受
益者に対して書面を交付したときは、原則として公告を行いません。 

③ 前項の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対して異議を述べるべき旨
を付記します。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。 

④ 前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を超えるときは、
第 1項の信託契約の解約をしません。 

⑤ 委託者は、この信託契約の解約をしないこととしたときは、解約しない旨およびその理由を公告し、かつ、
これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付します。ただし、全ての受益者に対して書
面を交付したときは、原則として、公告を行いません。 

⑥ 第 3 項から前項までの規定は、信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じている場合であっ
て、第 3 項の一定の期間が一月を下らずにその公告および書面の交付を行うことが困難な場合には適用し
ません。 

（信託契約に関する監督官庁の命令） 
第 43 条 委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にしたがい、信託契約を解

約し信託を終了させます。 
② 委託者は、監督官庁の命令に基づいてこの信託約款を変更しようとするときは、第 47 条の規定にしたがい

ます。 
（委託者の認可取消等に伴う取扱い） 
第 44 条 委託者が監督官庁より認可の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したときは、委託者は、

この信託契約を解約し、信託を終了させます。 
② 前項の規定にかかわらず、監督官庁がこの信託契約に関する委託者の業務を他の投資信託委託業者に引き
継ぐことを命じたときは、この信託は、第 47 条第 4 項に該当する場合を除き、当該投資信託委託業者と受
託者との間において存続します。 

（委託者の営業の譲渡および承継に伴う取扱い） 
第 45 条 委託者は、営業の全部又は一部を譲渡することがあり、これに伴い、この信託契約に関する営業を譲渡す

ることがあります。 
②   委託者は、分割により営業の全部又は一部を承継させることがあり、これに伴い、この信託契約に関する
営業を承継させることがあります。 

（受託者の辞任に伴う取扱い） 
第 46 条 受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任することができます。この場合、委託者は、第 47 条の

規定にしたがい、新受託者を選任します。 
② 委託者が新受託者を選任をできないときは、委託者はこの信託契約を解約し、信託を終了させます。 

（信託約款の変更） 
第 47 条 委託者は、受益者の利益のため必要と認めるとき、またはやむを得ない事情が発生したときは、受託者と

合意のうえ、この信託約款を変更することができるものとし、あらかじめ、変更しようとする旨およびその
内容を監督官庁に届け出ます。 

② 委託者は、前項の変更事項のうち、その内容が重大なものについて、あらかじめ、変更しようとする旨お
よびその内容を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面をこの信託約款に係る知られたる受益者に対し
て交付します。ただし、この信託約款に係るすべての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、
公告を行いません。 

③ 前項の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対して異議を述べるべき旨
を付記します。なお、一定の期間は一月を下らないものとします。 

④ 前項の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を超えるときは、
第 1項の信託約款の変更をしません。 

⑤ 委託者は、当該信託約款の変更をしないこととしたときは、変更しない旨およびその理由を公告し、かつ、
これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付します。ただし、全ての受益者に対して書面
を交付したときは、原則として、公告を行いません。 

（反対者の買取請求権） 
第 47条の 2 第 41条第 7項および第42条に規定する信託契約の解約または前条に規定する信託約款の変更を行う場

合において、第 41 条第 9 項、第 42 条第 3 項または前条第 3項の一定の期間内に委託者に対して異議を述べ
た受益者は、受託者に対し、自己の有する受益証券を、信託財産をもって買取るべき旨を請求することがで
きます。ただし、第 41 条第 8項、第 42 条第 2 項または前条第 2項の規定による公告または書面の交付の後
に取得した受益証券についてはこの限りではありません。この場合において収益分配金の再投資にかかる受
益証券については、当該収益分配金を生ずる基礎となった受益証券の取得日に取得されたものとみなします。 

② 受託者は、前項により受益証券の買取請求を受け付けた場合は、当該請求を受け付けた日の翌営業日の前
日の基準価額により当該受益証券の買取りに応じるものとします。 

③ 受益証券の買取代金の支払いは、請求を受け付けた日の翌営業日より、委託者の指定する証券
会社または登録金融機関の営業所において行うものとします。 

④ 受益者が第 1項の請求を行う場合は、委託者の指定する証券会社または登録金融機関に対し、受益証券を
もって行うものとします。 

（公告） 
第 48 条 委託者が受益者に対してする公告は、日本経済新聞に掲載します。 
（信託約款に関する疑義の取扱い） 



 
 

  

第 49 条 この信託約款の解釈について疑義を生じたときは、委託者と受託者との協議により定めるものとします。 
 

上記各条によりこの信託契約を締結します。 
 
    信託契約締結日    平成４年 ５月８日 

 
                     委託者                第  一  投  信  株  式  会  社 

                                         
                     受託者                三 井 信 託 銀 行 株 式 会 社 



 
ファンドに関する用語 
用  語 解  説 

委託者 
・ 
受託者 
・ 
受益者 

委託者は投信会社のことであり、主な業務は、ファンドを設定し、その投資信

託財産の運用指図・目論見書や運用報告書の作成、基準価額の計算を行います。

受託者は受託銀行のことであり、主な業務は、投資信託財産の保管・管理を行

います。投資信託財産は受託銀行自身の固有財産と分別して管理されています。

受益者は受益権を有する投資家のことであり、受益権には収益分配金受領権・

償還金受領権・解約請求権などがあります。 
（本用語集においては、「お客様」と記載いたします。） 

一部解約 ファンドを途中換金する場合、お客様が販売会社を通じて投信会社に対し解約

を請求する方法です。 

運用報告書 
投資信託法に基づく､お客様へファンドの運用内容を報告するための書類です｡

投信会社が作成し､販売会社より､原則､決算期末毎にお客様に交付されます｡ 
該当期間の運用状況､今後の運用方針､運用実績等について記載されています｡ 

監査報酬 投資信託財産の財務諸表については、監査が義務づけられています。このファ

ンド監査に必要な費用であり、その費用はファンドから支払われます。 

基準価額 
・ 

解約価額 

基準価額とは純資産総額を受益権総口数で割った｢１口当たりの純資産額｣で

す｡ 

解約価額とは解約時の税引前の価額で､信託財産留保額の定めがある場合､基準

価額から信託財産留保額を差し引いた価額となります｡ 

クローズド 
期間 

効果的で計画的な運用を行うため、一定期間（または償還まで）原則として解

約できない期間を設けているファンドがあります。この解約できない期間をク

ローズド期間といいます。 

個別元本 

お客様が、実際に購入したときの元本のことであり、お客様によってその額は

異なります。同一のファンドを複数回購入した場合には、取得の都度、元本の

変更（移動平均による再計算）をします。ただし、同一ファンドであっても、

複数の販売会社で購入し取得価額の通算が実務的に困難な場合には、各々別個

に個別元本を把握します。 
自動継続投資

コース 
（一般コース） 

分配型投資信託で、税引き後の分配金を無手数料で自動的に全額再投資するコ

ースです。 
一方、分配金をその都度受け取るコースを一般コースといいます。 

受益証券 ファンドの利益を受ける権利(受益権)を形にしたもので､証券取引法上の有価

証券です｡原則として､無記名式ですが､記名式にすることもできます｡ 

純資産総額 ファンドに組み入れた有価証券の時価等の資産総額から､運用にかかる未払費

用等の負債総額を差し引いたものです｡ 

償還 
・ 

償還乗換え 

ファンドの信託期間が終了し、投資信託財産を清算してお客様に金銭を返還す

ることです。 
この償還された金銭（償還金）で、他のファンドを購入することを償還乗換え

といいます。償還乗換えを利用すると、販売手数料が優遇される場合がありま

す。 
信託財産 
留保額 

信託期間の途中で解約をする場合等に､基準価額から控除され投資信託財産中

に留保される一定の金額のことです｡ 

信託期間 
ファンドが設定されてから償還されるまでの期間のことです。その期限に達す

るとファンドの運用が終了し、お客様が保有する口数に応じて投資信託財産が

配分されます。 



 
用  語 解  説 

信託報酬 

ファンドの運用・管理業務の対価として、お客様が投資信託財産から間接的に

支払う経費のことです。 
１． 投信会社のファンド運用に対する報酬 
２． 受託銀行のファンド管理・保管に対する報酬 
３． 販売会社の収益分配金や償還金の支払等の代行業務に対する報酬 

などが、含まれます。 
信託報酬の配分比率はファンドの商品性格や、運用の難易度などにより異なり、

配分比率は目論見書や運用報告書の費用の項目に記載されることになっていま

す。また、ファンドによっては実績報酬制を採用しているものもあります。実

績報酬制とは、運用成果に応じて基本報酬に実績報酬を増減する制度です。 
追加型 
・ 
単位型 

追加型投資信託は、ファンド設定後も購入ができるファンドです。 
単位型投資信託は、ファンド設定時に集められた資金をもとに運用を行い、追

加で購入することができないファンドです。 
ファミリー 
ファンド方式 

・ 
マザーファンド 
ベビーファンド 

個々のお客様が購入するファンド（ベビーファンド）の資金を、一括して特定

のファンド（マザーファンド）へ投資し、株式や債券などによる実質的な運用

はマザーファンドで行なう方式です。 
これによって各ベビーファンドは、その資金の規模にかかわらず同一の運用を

行なうことが可能となるなど、運用・管理面での効率化が図れます。 

（収益）分配金 

運用によって得られた収益等から信託報酬等の経費を控除し、投信会社が基準

価額水準や市況などを勘案して決定する分配金のことです。 
分配金をお支払いした時は、個別元本と分配金支払い後の基準価額とを比較し

て、利益が生じている場合はその額は「普通分配金」（課税扱い）となり、元本

の払戻しに相当する部分は「特別分配金」（非課税）となります。 
申込手数料 投資信託を購入される際にお客様が販売会社に支払う手数料です。 

目論見書 

証券取引法に基づく､ファンドの商品説明のための書類です｡ 
投信会社が作成し､お客様がファンドの購入を申込む際には、販売会社よりあら

かじめ、または同時にお渡しします。 
商品概要､運用方針､リスク､費用等､お客様にとって重要な事項が記載されてい

ます｡ 
 



 
運用に関する用語 
用  語 解  説 

アキュム 
・ 
アモチ 

債券の取得価額と償還価額の差額を、償還までの残存日数で日割り按分して、

その金額を日々計上していく会計処理方法です。（償却原価法ということもあ

ります） 
（社）投資信託協会のルールでは「償還までの残存期間が１年未満の債券」及 び

ＭＭＦにおいては「満期まで保有することを目的」として組み入れた場合には

上記の方法により債券価格を評価できます。 

（アキュムはアキュムレーション、アモチはアモチゼーションの略称です。） 
アクティブ 
運用 
・ 

パッシブ運用 

市場リターン(日経 225 や TOPIX などの騰落率)を上回ることを目的として、
行なう運用です。 
これに対して、インデックスファンドのように運用成果が市場リターンと連動

することを目的とした運用を、パッシブ運用といいます。 

アセット・アロ

ケーション 

資産（アセット）の配分割合（アロケーション）を決定することです。お客様

の投資資金を株式や債券などの資産にどのように配分するかを決定すること

で、最適な資産配分によりポートフォリオのリスク低減を図ります。 

格付 格付は、債券などの元金・金利の支払についての確実性（安全性）の度合いを

民間の格付機関が発行体の経営内容や財務内容をもとに評価したものです。 

デュレー 
ション 

金利の変化に対する債券価格の感応度をあらわす数値です。この数値が大きい

ほど金利変動に対する債券価格の変動率は大きくなります。 
債券運用においては将来の金利変動を予測し、その予測に基づいてデュレーシ

ョンを調整することがあります。 

ヘッジ 

ある資産の価格変動リスクを派生商品などを活用して低減させる投資方法で

す。例えば、現物取引（買いポジション）に対して先物取引などで反対のポジ

ション（売りポジション）を組むことで将来の価格下落を低減させることがで

きます。 

ベンチマーク 
・ 

トラッキング 
・エラー 

運用の目標となる市場指標のことです。例えば国内株式投信の場合は、TOPI
Ｘや日経 225などがベンチマークとなります。 
ファンドの運用成績は様々な要因でベンチマークと乖離しますが、この乖離の

度合いをトラッキングエラーと呼び、インデックスファンドの場合はトラッキ

ングエラーが小さいほど、当初の運用目的に適ったファンドであると言えます。

ポート 
フォリオ 

ファンドに組入れている有価証券全体を指します。 
もともとは「紙バサミ」のことですが、有価証券を紙バサミで保管していたこ

とからきています。 

マクロ 
・ 

セミマクロ 

マクロとは本来ある一つのシステム全体を分析・把握し、説明することを指し、

マクロ経済とはある国の一定期間における経済全体の行動を分析することで

す。それに対してミクロは、ある一つのシステムを構成する最少単位である特

定の部門を分析・把握し、説明することを指し、ミクロ経済とは家計や企業の

個々の行動を分析することです。 
またセミマクロとはそれぞれの中間に位置し、経済を個々の産業レベルから分

析・把握し説明することです。 

ユニバース 
ユニバースは英語の universe = 宇宙の意味ですが、ファンドが投資対象とす
る銘柄群全体をユニバースと呼んでいます。実際に投資する銘柄は、ユニバー

スの中から選定します。 
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